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地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、平成２９年度の主要な施策の成果を報告します。

平成３０年８月１６日

小金井市長 西 岡 真一郎
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平成２９年度小金井市一般会計決算概要

平成２９年度の国の経済政策は、誰もが活躍できる一億総活躍社会を実現するた

め、子育て支援や社会保障の基盤の成長と配分の好循環を強化し、経済再生を強くす

るため、官民一体となった日本経済の成長を高めるなどの取組を推進し、働き方改革

がもたらし得る経済や国民生活への影響を考慮した戦略としたところです。また、行

政サービスのアウトソーシング、自治体情報システムのクラウド化などの地方行政サ

ービス改革を推進するとともに、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の最適

化、地方公会計の整備、地方団体の財政の「見える化」、公営企業会計の適用拡大な

ど、地方団体の財政マネジメント強化が引き続き求められているところです。

このような状況の中、最上位計画である「第４次基本構想・後期基本計画」、人口

ビジョンが示す人口減少社会に対応した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を推進

し、老朽化した公共施設等の一斉更新問題に対しては「公共施設等総合管理計画」、

さらに持続可能な財政運営と市民サービスの向上の実現のために「行財政改革プラン

２０２０」を策定し、「アクションプラン２０２０」を実行してきたところです。

また、子育て環境の整備については、保育施設の新規開設等により３２４人の定

員を増員するとともに、保育従事職員の人材確保や離職防止施策を実施し、子育て環

境の充実を図りました。駅周辺のまちづくりでは、引き続き東小金井駅北口土地区画

整理事業を行うとともに、組合施工による武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再

開発事業を進めました。

可燃ごみの共同処理については、日野市のご理解のもと、国分寺市とともに一部

事務組合「浅川清流環境組合」が設立され、平成３２年度の本格稼動に向けて取り組

んでいるところです。本市としては、今後も与えられた責任を誠実に果たすべく全力

を尽くし、関係者の皆さまへの感謝の気持ちを忘れず、さらなる、ごみの減量・資源

化の推進に取り組んでいかなければなりません。

平成２９年度の財政運営における歳入面では、市税は、雇用・所得環境の改善等

に伴う納税義務者数の増により個人市民税が増となり、固定資産税も新築家屋の増等

により増となったことから、全体の収入で約３，５００万円、前年度対比０．２％の

増となりました。また、繰入金や市債が減となったものの、税連動交付金、国庫支出

金や財産収入が増となったことから、歳入総額は前年度決算額を上回りました。

歳出面では、扶助費や補助費等は引き続き保育所運営等委託料等の保育所関連経

費、生活保護扶助等により大きく増となったものの、投資的経費や積立金が減となっ

たことから、歳出総額は前年度決算額を下回りました。

これらの結果、平成２９年度の予算規模は、当初予算３９９億８，２００万円に
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６回の補正予算２３億１，８２５万９千円、繰越事業費繰越財源充当額１億９，８６

５万３千円を加え、総額４２４億９，８９１万２千円となり、これに対する決算額は、

歳入総額が４２７億５，４８９万１千円で前年度対比１．０％の増、歳出総額は、４

０１億１，８０８万円で前年度対比０．３％の減となりました。

形式収支は２６億３，６８１万１千円で、東小金井駅北口土地区画整理事業委託

料等２件による翌年度への繰越財源１億７，１６４万４千円を差し引いた実質収支は

２４億６，５１６万７千円、前年度対比４億６，６４８万４千円の増となり、実質収

支比率は１１．０％で前年度対比２．２ポイントの増となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 市税は、２１２億８，１０２万円で前年度対比０．２％の増で、この主な要因

は、法人市民税が外国税額控除の増額により減となりましたが、個人市民税が雇

用・所得環境の改善による納税義務者数の増、固定資産税及び都市計画税が新築

家屋の増により増となったことによるものです。なお、収入率は９９．１％で前

年度対比０．５ポイントの増

② 地方譲与税は、１億６，１１３万５千円で前年度対比０．３％の減

③ 利子割交付金は、４，５５５万７千円で前年度対比６．２％の増

④ 配当割交付金は、１億８，７６９万３千円で前年度対比３４．１％の増

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、１億８，８２１万６千円で前年度対比１３１．８％

の増

⑥ 地方消費税交付金は、２３億５，８６８万６千円で前年度対比２．１％の増

⑦ 自動車取得税交付金は、９，２０１万６千円で前年度対比２５．５％の増

⑧ 地方特例交付金は、７，３７６万１千円で前年度対比２０．７％の増

⑨ 地方交付税は、４，０６２万３千円で前年度対比２．６％の減

⑩ 交通安全対策特別交付金は、９１２万６千円で前年度対比４．７％の減

⑪ 分担金及び負担金は、４億５，９８０万２千円で前年度対比２１．５％の増で、

この主な要因は、保育所運営費保護者負担金が７，９０２万８千円の増となった

ことによるものです。

⑫ 使用料及び手数料は、８億３，５４１万１千円で前年度対比２．０％の減で、こ

の主な要因は、自転車駐車場使用料が１，１０９万７千円、行政財産使用料が６

５４万円それぞれ減となったことによるものです。

⑬ 国庫支出金は、６６億２，１１７万４千円で前年度対比２．１％の増で、この主

な要因は、社会資本整備総合交付金が４億１，３４７万４千円の減、年金生活者

等支援臨時福祉給付金給付事業費補助金が１億８，６００万円の皆減となりまし
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たが、保育所運営費負担金が１億３，１８４万８千円、臨時福祉給付金給付事業

費補助金が１億３，０５０万円、生活保護費等負担金が７，４９２万円、保育対

策総合支援事業費補助金が７，１５８万２千円、障害者自立支援給付費負担金が

５，２０６万９千円それぞれ増、保育所等整備交付金が２億４，４４９万６千円

の皆増となったことによるものです。

⑭ 都支出金は、６１億９，８１５万４千円で前年度対比０．２％の増で、この主な

要因は、新みちづくり・まちづくりパートナー事業委託金が２億４，６８１万９

千円の減、認定こども園施設整備事業補助金が１億７，５５７万５千円の皆減と

なりましたが、待機児解消区市町村支援事業補助金が１億５，７６９万５千円、

市町村総合交付金が１億５，４１９万７千円、保育士等キャリアアップ補助金が

８，８５５万６千円それぞれ増、新みちづくり・まちづくりパートナー電線共同

溝設置事業委託金が７，７４１万９千円の皆増となったことによるものです。

⑮ 財産収入は、２億５，０７４万８千円で前年度対比８９７．８％の増で、この主

な要因は、土地売払収入が６，２２４万２千円の増、旧福祉会館用地地上権合意

解除精算金が１億６，０００万円の皆増となったことによるものです。

⑯ 寄附金は、２９２万２千円で前年度対比１５．８％の増で、この主な要因は、消

防防災事業寄附金が３０万円の増となったことによるものです。

⑰ 繰入金は、１２億４，０８５万６千円で前年度対比３０．６％の減で、この主な

要因は、財政調整基金繰入金が２億１，０００万円の減、国民健康保険特別会計

繰入金が４億円の皆減となったことによるものです。

⑱ 諸収入は、４億２，８９１万６千円で前年度対比６．９％の増で、この主な要因

は、平成２７年度障害者自立支援給付費国庫負担金追加交付金が５，０１７万５

千円の皆減となりましたが、弁償金が３９，９２３千円の増、湖南衛生組合総合

整備事業処分竣工型土地信託事業配当金が５，５００万円の皆増となったことに

よるものです。

⑲ 市債は、１億７，６８０万円で前年度対比６２．６％の減で、この主な要因は、

防災行政無線デジタル化整備事業債が２億４，３００万円の皆減となったことに

よるものです。

なお、市債残高は２１９億１，４６４万６千円で前年度対比２２億８，６６７万

円の減、平成２３年度約３１５億円のピーク時からは約９５億円の減となりまし

た。

次に歳出ですが、執行率は９４．４％で、不用額は前年度対比１億３，４３６万

７千円増の１９億８，８２８万８千円となりました。

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。
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① 義務的経費は、１９８億４，６３９万５千円で前年度対比４．１％の増で、こ

の主な要因は、扶助費が１１０億８，４７８万円で６．９％の増、人件費が６０

億８，１００万１千円で１．０％の増、公債費が２６億８，０６１万４千円で０．

３％の増となったことによるものです。

② 投資的経費は、２６億２，８８８万２千円で前年度対比３０．３％の減で、歳

出決算総額に対する構成比は６．６％となりました。この主な要因は、賃貸物件

による保育所改修費等支援事業補助金が１億２，３７１万４千円の増、保育所整

備事業補助金が２億２，６１３万９千円の皆増となりましたが、武蔵小金井駅南

口第２地区第一種市街地再開発事業補助金が５億４，９３０万円、都道１３４号

線用地取得費が１億７，９７５万８千円、特定緊急輸送道路沿道建築物耐震改修

助成金が１億５，６７１万４千円、東小金井駅北口土地区画整理事業委託料が１

億３，０６３万３千円それぞれ減、認定こども園施設整備事業補助金が２億５，

１８０万７千円、防災行政無線デジタル化工事が２億４，５１６万円それぞれ皆

減となったことによるものです。

③ 物件費は、６６億１，９６５万９千円で前年度対比１．０％の増で、この主な

要因は、燃やすごみ収集運搬委託料が９，１２９万３千円、基幹系システム運用

委託料が４，３０４万８千円それぞれ減となりましたが、福祉会館解体工事が１

億５，３７６万円、基幹系システムクラウド使用料が４，４８９万６千円それぞ

れ皆増となったことによるものです。

④ 補助費等は、５２億４，８８７万円で前年度対比６．４％の増で、この主な要

因は、賃貸物件による保育所整備事業補助金が５，６１１万１千円の皆減となり

ましたが、保育従事職員宿舎借上支援事業費補助金が６，９１０万８千円、保育

士等キャリアアップ補助金が６，７８９万５千円、民間保育所補助金が５，４２

３万７千円、保育所等賃借料補助金が５，２８２万５千円それぞれ増となったこ

とによるものです。

⑤ 繰出金は、３４億２，１２１万４千円で前年度対比０．２％の増で、国民健康

保険特別会計繰出金は８億１，５５３万４千円で６．３％の減、下水道事業特別

会計繰出金は３億９，３００万７千円で２．２％の減、介護保険特別会計繰出金

は１１億８，６７３万４千円で４．５％の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は

１０億２，５９３万９千円で１．９％の増となりました。

⑥ 積立金は、２０億７，０３８万８千円で前年度対比９．７％の減で、この主な

要因は、地域福祉基金積立金（元金）が１億２，９６９万４千円、財政調整基金

積立金（元金）が７，０００万円それぞれ増となりましたが、庁舎建設基金積立

金（元金）が２億円、環境基金積立金（元金）が１億４，５５５万円、教育施設
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整備基金積立金（元金）が７，９４７万６千円それぞれ減となったことによるも

のです。

次に、代表的な財政指標を見ますと、

① 実質収支比率は、１１．０％で前年度対比２．２ポイントの増

② 経常収支比率は、９４．３％で前年度対比１．６ポイントの増

③ 人件費比率は、１５．２％で前年度対比０．２ポイントの増

④ 投資的経費比率は、６．６％で前年度対比２．８ポイントの減

⑤ 公債費比率は、６．６％で前年度同率となりました。

⑥ 財政力指数は、１．０５３で前年度対比０．０２ポイントの増

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）である人件費比

率は１５．２％で、前年度対比０．２ポイントの増となりました。

また、財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、９２．

７％から９４．３％となりました。分母となる経常一般財源等は、市税収入が１，７

９４万５千円、税連動交付金が２億２，３６２万９千円それぞれ増となったことから、

全体で２億５，０２０万２千円の増となりました。一方、分子となる経常経費充当一

般財源等は５億９，４５０万５千円の増で、扶助費、補助費等、維持補修費、繰出金

等への充当一般財源等が増となり、経常収支比率は１．６ポイントの増となったとこ

ろです

現在本市の人口は微増傾向にあり１２万人に達しましたが、高齢者は更に増加し

社会保障費も増え、生産年齢人口はいずれ減少し、市税も減っていく「人口減少社

会」という社会潮流の中、「公共施設等総合管理計画」では、建築系公共施設の約６

割が学校教育系施設で占め、施設全体の６割以上が老朽化している状況にあります。

そして公共施設等の３５年間の将来更新費用総額は理論値で約１，５００億円必

要とされ、さらには安定的なごみ処理体制の確立、待機児童解消等の子育て支援、駅

周辺のまちづくり、更なる高齢化への対応、新庁舎及び（仮称）新福祉会館の建設等

の重要課題があります。このような状況を踏まえた平成３７年度までの１０年間の長

期財政見通しは、重要課題に対応し市民サービスの維持向上に努め、マクロ的な財政

運営の道標として策定及び改定をしてきています。

これからの行政経営は、最上位計画である「第４次基本構想・後期基本計画」、人

口減少社会に対応した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を推進するとともに、市

民目線の改革である「行財政改革プラン２０２０」と次世代に責任を果たす「公共施

設マネジメント」に基づき「選ばれるまち」を目指し、限られた行政経営資源の有効

活用により、将来課題を先送りせず計画した事業を着実に推進し、愛着と誇りの持て

る、住みやすい、住み続けたい、住んでみたいまちを共に創造してまいります。
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＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)

　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

過去5年間の歳入状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

市 税
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円

－ 14 －



※折れ線グラフは、平成25年度を基準とした伸び率を表しています。

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年度 平 成 年度 平 成 年度 平 成 年度 平 成 年度

義務的経費
人 件 費
扶 助 費
公 債 費

投資的経費
その他の経費

歳出決算額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

千円

その他の経費

公債費

扶助費

歳出決算額

義務的経費

人件費

投資的経費
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基準財政需要額・基準財政収入額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

基準財政需要額
基準財政収入額
（注）平成25年度の基準財政需要額及び基準財政収入額には錯誤措置額を含まない。

地方交付税額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

普 通 交 付 税 額
特 別 交 付 税 額

地 方 交 付 税 額

都市計画税の状況

千円 Ａ

　都市計画税の充当割合
※｛Ａ／(Ａ＋Ｉ)×１００｝　小数点以下第２位四捨五入

(単位:千円)

街 路
公 園
下 水
そ の 他
市街地開発事業

都 市 計 画 税 収 入 額

都 市 計 画 事 業 費 等 都 市 計 画 事 業 費 等 の 財 源 内 訳
地 方 債 Ｆ
支 出 金 Ｇ
負 担 金 そ の 他 Ｈ

合 計 （ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

都 市 計 画 税 Ａ
一 般 財 源 等 Ｉ

都 市 計 画 事 業 費 Ｂ 合 計
土 地 区 画 整 理 事 業 費 Ｃ
地 方 債 償 還 額 Ｄ

千円

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

基準財政収入額

基準財政需要額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

特別交付税

千円

普通交付税
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経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については
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市の借入金の状況（平成29年度末現在）

（その他の内訳）
衛生債 2,635万円
消防債 4億370万円

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

（単位：％）
　 　  年　度
区　分

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

市 民 １ 人
当 た り の
借 入 額

土木債

億 万

千円

臨時財政

対策債

億 万

千円

民生債

億 万円

総務債

億 万

千円

下水道債

億 万

千円

減税補てん債

億 万

千円

教育債

億 万

千円

その他

億 万円

財務省

億 万

千円

東京都

億 万

千円

区市町村

振興協会

億 万円

銀行

億 万

千円

地方公共団体

金融機構

億 万

千円

日本郵政

億 万

千円

（借入先別）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

千円

市民１人当たりの借入額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

％

公債費比率等の推移

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

億 万
千円

（目的別）

国土交通省

万 千円

億 万
千円
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償 還
期 間 利 率

（ 年 ） （ ％ ）
財 政 融 資
資 金

平成30年5月28日

財 政 融 資
資 金

平成30年5月28日

振 興 基 金 平成30年3月31日

振 興 基 金 平成30年3月31日

振 興 基 金 平成30年3月31日

振 興 基 金 平成30年3月31日

※　償還期間（　　）内書きは据置期間

平 成 29年 度　　　借 入 市 債 の 内 訳

(単位：千円）

事 業 名 借 入 先区分 借 入 日

公
的
資

金

市 債 額

都市計画事業（都市計画道路3・4・12号線整備事業）

備 考

都市計画事業
(武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再開発事業)

都道134号線整備事業

都

貸

付

金

計

都市計画事業
(武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地再開発事業)

都市計画事業（都市計画道路3・4・12号線整備事業）

計

合　　　　　　計

東小金井駅北口土地区画整理事業
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（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社会福祉

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

社会保険

国民健康保険繰出金

介護保険事業繰出金

保健衛生

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

合　　　計

平成２９年度決算　地方消費税交付金　

うち　現 行 分　

うち　引上げ分　

※引上げ分の地方消費税交付金は社会保障４経費の一般財源に充てる。

※社会保障４経費とは、社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。

事業費
（人件費除く）

特定財源

小　　　計

一般財源

小　　　計

地方消費税交付金（引上げ分）の社会保障財源化内訳

事業名

小　　　計

2,358,686千円

1,157,550千円

1,201,136千円
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１　みどりあふれる快適で人にやさしいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

飼い主のいない猫対策に要する経費 環境政策課 登録団体に対して、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術に係る費用の一部を補助

環境対策事務に要する経費 環境政策課 市民が設置した太陽光発電設備等住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課 可燃ごみの処理を広域支援により、多摩地域のごみ処理施設で実施

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課 ３市による可燃ごみの共同処理を行うために、新可燃ごみ処理施設の整備・運営事業に要する費用を負担

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課 不燃・粗大ごみ、資源物の処理につき、循環型社会の形成に資する施設を再配置し、適正処理を維持

中間処理場維持管理に要する経費 ごみ対策課 老朽化が顕著な施設の適正維持を目的とした基幹整備機器修繕を実施

ごみ減量啓発に要する経費 ごみ対策課 市内在住の個人等を対象に、生ごみ減量化処理機器の購入費用の一部を補助

道路新設改良に要する経費 道路管理課 道路調査委託、市道４９８号線、１３５号線及び３４５号線道路補修工事等を実施

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

都道１３４号線拡幅整備に係る用地取得、物件補償、実施設計、街路築造工事、電線共同溝設置工事等を
実施

主要地方道１５号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

主要地方道１５号線拡幅整備に係る引込管路等整備、用地取得、物件補償等を実施

市街地再開発等の事業に要する経費 まちづくり推進課 武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発組合に対し、補助対象業務に係る費用を補助

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成に
要する経費

まちづくり推進課 対象となる道路に沿った建築物の補強設計、耐震改修等の費用を助成

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課 東小金井駅北口土地区画整理事業に係る仮換地の指定、建物等移転、整地、道路築造工事等を実施

都市計画道路３・４・１２号線整備に要する経
費

道路管理課 都市計画道路３・４・１２号線整備に係る引込管路等整備、街路築造工事等を実施

都市公園等の整備に要する経費 環境政策課 貫井けやき公園用地の一部取得、上の原公園地盤整備工事、滄浪泉園改修工事等を実施

２　ふれあいと活力のあるまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

安全・安心まちづくり対策に要する経費 地域安全課 「こがねいし安全・安心あいさつ運動」の更なる推進を図るために、広報物品等を購入

農業振興対策に要する経費 経済課
市内農産物生産団体への補助、子どもの都市農業への理解が深まることを目的とする食育カレンダーの作成
費用を補助

農業振興対策に要する経費 経済課
農地の持つ防災、環境保全等の多面的な機能の活用や農地保全のために、防災兼用農業井戸の導入費用
を補助

商工振興に要する経費 経済課 江戸東京たてもの園を中心とした市内回遊を促進する事業及びプロモーションの実施

観光振興に要する経費 経済課
第５０回記念となる「お月見のつどい」等のイベント事業への補助、観光案内や中間支援組織の業務に対す
る支援を実施

空家等対策関連事業に要する経費
まちづくり推進課
地域安全課

市内の空家等について実態調査の実施、調査結果について情報を一元管理できるデータベースを構築

災害対策に要する経費 地域安全課
消防団の機能強化を図るために、新型防火衣への順次更新、防災行政デジタル無線に対応した受令機配
備を実施

災害対策に要する経費 地域安全課
備蓄計画に基づく食糧・生活必需品・災害用トイレ・医薬品・備品の購入、耐震性貯水槽の設置工事、避難
所案内板の設置、特設公衆電話の配線整備を実施

主な事業の概要
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３　豊かな人間性と次世代の夢を育むまち（文化と教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

男女平等意識の育成に要する経費 企画政策課 イクボスの趣旨やワーク・ライフ・バランス等への理解を深めるために、イクボス宣言を実施

はけの森美術館事業に要する経費 コミュニティ文化課 展覧会（所蔵作品展２回、企画展２回）等を実施

教育課題研究推進委員会に要する経費 指導室
「命」の大切さを教育テーマとして、児童・生徒、保護者等から寄せられた勇気と希望が湧いてくる言葉を集め
た「魔法の言葉集」を作成

不登校児・生徒支援モデル事業に要する経
費

指導室 福祉や医療等の関係機関や専門家と連携し、不登校の児童・生徒、保護者の支援を実施

学校運営に要する経費 学務課 緑小学校の通学路に防犯カメラを設置

教育振興に要する経費 学務課
次期学習指導要領実施に向けて、ＩＣＴ機器（タブレット型コンピュータ）の導入、普通教室への無線ＬＡＮ整
備を実施

学校給食に要する経費 学務課 給食用強化磁器食器、食器洗浄機、食器消毒保管庫、オーブン等を購入

学校施設整備に要する経費 庶務課
非構造部材改修工事、給食機器設置に伴う設備工事、屋上防水等改修工事、給食室防火区画改修工事等
を実施

図書館維持管理に要する経費 図書館 図書館本館全フロアの空調設備改修工事を実施

スポーツ教室・各種大会に要する経費 生涯学習課 東京２０２０オリンピック・パラリンピックの機運醸成のために、オリンピアン等のトップアスリートを招致

４　誰もが安心して暮らせる思いやりのあるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

生活困窮者自立相談支援事業に要する経費 地域福祉課 家計に課題を抱える生活困窮者に対する助言、指導、高校受験のための進学支援等を実施

保健福祉総合計画策定に要する経費 地域福祉課 市民の福祉と健康づくりに資することを目的として策定された保健福祉総合計画を改定

その他事務に要する経費
地域自立支援協議会運営に要する経費

自立生活支援課
周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるヘルプマークの作成・配布、障がい者差別の解消に向けた
リーフレットの作成等を実施

在宅療養支援窓口事業に要する経費 介護福祉課
小金井市医師会内に在宅医療・介護連携支援室を設置し、地域の医療関係者、介護事業者等からの相談
に対応

福祉会館に要する経費 地域福祉課 平成２８年３月に閉館した小金井市福祉会館の解体工事を実施

福祉会館に要する経費 地域福祉課 （仮称）新福祉会館の建設に向けて、市民の意見を踏まえた基本計画を策定

臨時福祉給付金給付に要する経費 地域福祉課 消費税率引上げの影響等を踏まえ、一定の低所得者を対象に給付金を支給

民間保育所助成に要する経費 保育課 特定教育・保育施設及び特定地域型保育施設の運営費等の補助及び支弁を実施

保育室等保護者助成に要する経費
私立幼稚園補助金に要する経費

保育課
認可保育所と認可外保育所の保護者負担の格差を是正、また私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の負
担軽減のための補助金を拡充

保育従事職員宿舎借上支援事業に要する経
費

保育課
保育従事職員の宿舎借上げや賃貸物件を活用している保育所等に対して、建物賃借料等の費用の一部を
補助

児童館維持管理に要する経費 児童青少年課 ほんちょう学童保育所分所機能を、本町児童館２階に移転することに伴う本町児童館の改修工事を実施

両親学級に要する経費 健康課 両親学級たんぽぽクラスについて、カリキュラム内容や講義順番の見直し等により、定員を拡大

胃がん、子宮がん、乳がん、肺がん、大腸が
ん検診に要する経費

健康課
乳がん、子宮がん検診クーポン券の配布に替わり、胃がん、肺がん検診と合わせて受診率向上を図るため
に、勧奨方法を一部変更

成人歯科健康診査等に要する経費 健康課 市民の口腔衛生向上を図るために、成人歯科健康診査の対象年齢を拡大

負担金・補助金 健康課 小金井市薬剤師会が実施している在宅使用済み注射針回収事業に対して、その経費の一部を補助

妊婦面接に要する経費 健康課
妊婦の心身の健康保持・増進を図るために、保健師による妊婦の面接相談事業を開始し、妊娠期からの支
援を実施

５　基本構想実現のために（計画の推進）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

新庁舎建設に要する経費
庁舎建設基金積立金

企画政策課
管財課

新庁舎建設に向けて、所要の調査を実施するとともに、庁舎建設基金に積立てを実施

収納事務に要する経費 納税課
公平な担税や市税徴収率の維持・向上を図るために、インターネット公売システムを利用し、換価性を有する
動産の公売を実施
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決　算　額

2・1・4-1

＜事業成果＞

事業内容及び成果

企画政策課 ＜事業内容＞
男女平等意識の育成に
要する経費

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

千円

 男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。
１　第３１回こがねいパレットの開催
２　情報誌「かたらい」第４６号・第４７号の発行
３　多摩３市男女共同参画推進共同研究会　小金井市男女共同参画講
　演会の開催
４　女性総合相談事業の実施
５　再就職支援講座の開催
６　男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行
７　国内研修事業参加補助金の交付
８　ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催
９　イクボス宣言及びイクボス研修の実施

１　「地球を歩いて感じた家族のカタチ」をテーマにした講演会や団体展
　示を実施し、男女共同参画について周知を図った。
２　情報誌「かたらい」を発行し、男女共同参画に関する事柄について、市
　民に周知を図った。
３　多摩３市男女共同参画推進共同研究会　小金井市男女共同参画レク
　チャーコンサート「女性が紡ぐ音の世界」　を開催し、男女共同参画社会
　基本法及び市の男女共同参画に係る施策について周知を図った。
４　女性総合相談を実施し、生活を営む中で直面している悩みや問題等
　について、情報の提供・適切な助言により、方向が見出せるよう援助し
　た。
５　育児や介護等で仕事を退職し、再就職を希望している女性を対象に
　再就職を支援する講座を開催した。
６　「新成人のみなさんへ」と題して、企画政策課、保険年金課、経済課、
　選挙管理委員会の共同で冊子を発行し、男女平等都市宣言等の周知
　を図った。
７　男女平等意識の高揚を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に
　係る会議等に参加する市民に参加費用の一部を補助する「国内研修事
　業参加補助金」を交付した。
８　「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発のた
　めのパネル展を開催した。
９　市長、理事者及び部長職者がイクボス宣言を行い、イクボスの趣旨や
　ワーク・ライフ・バランスへの理解促進を図るためイクボス研修を実施し
　た。

　　詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「企画政
　策課」を参照
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決　算　額

１　男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回
　開催した。
２　男女平等基本条例に基づく苦情処理窓口並びに苦情又は相談を適
　切かつ迅速に処理するため苦情処理委員２人を設置した。
３　配偶者からの暴力の防止及び被害者の一時保護を図るため、その活
　動を行う民間の緊急一時保護施設に運営費の一部を補助する「緊急一
　時保護施設運営費補助金」を交付した。

　　詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「企画政
　策課」　を参照

千円

事業内容及び成果

＜事業成果＞

行動計画の推進に要する
経費

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

2・1・4-2

         イクボス宣言の様子              多摩３市男女共同参画推進共同研究会
                                           　　　　　　　　　  小金井市男女共同参画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レクチャーコンサートの様子

　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進
するため、以下の事業を行う。
１　男女平等推進審議会の開催
２　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置
３　緊急一時保護施設運営費補助金の交付
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決　算　額

2・1・14-1

千円

＜事業成果＞
１　新庁舎において、来庁する市民が使いやすい窓口空間、職員が効率
　的に業務を遂行できる執務環境等を整えるため、執務室の使用状況、
　業務実態、会議室の利用実態並びに文書量等の調査分析による
　課題抽出を行うとともに、新庁舎の適正規模を算出した。
２　庁舎建設予定地の現況を踏まえた上で敷地を最大限に活用するた
　め、複数の施設配置案の検討を行うとともに、小金井市新庁舎建設基本
　構想、小金井市新庁舎建設基本計画を踏まえ、施設配置案における
　関係法令等の法定条件の整理、建設費等の試算、事業手法の検討、
　イメージパースの作成及び設計の発注仕様書（案）の作成を行った。
　　調査・検討を行うに当たり、市民ワークショップを３回開催した。また、
　市民への周知を図るため、市民説明会を３回開催した。

　　詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「企画政
　策課」　を参照

＜事業内容＞新庁舎建設に要する経費

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

　新庁舎建設に向けて、以下の調査を行う。
１　庁舎等執務環境調査
２　新庁舎等建設計画調査
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決　算　額

※カセットテープは平成２９年４月１５日号分で終了し、平
成２９年５月１日号からＣＤへ移行した。

千円

　 市政に対する市民の理解と協力のもとに、市民とともに歩む市政を
推進するため、広報活動を行う。主に、市報「こがねい」の発行、視覚
障がい者（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及び関係
機関の主催する行事等の広報掲示板への掲示等を行う。

24回（原則、発行ごとに送付）
デイジーCD189枚、CD663枚、カセッ
トテープ18本

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

広報秘書課 ＜事業内容＞
広報活動に要する経費
2・1・3-1

平成２９年度広報掲示板整備実績

　平成２９年度市報「こがねい」発行・配布実績、広報掲示板利
用状況及び印刷物配布実績は、「平成２９年度事務報告書」内事
務実績の「広報秘書課」を参照

修繕１基

＜事業成果＞
　１　市報「こがねい」発行
　　　市報「こがねい」を発行、全戸配布（小金井市シルバー人材セン
    ターに委託）することにより、行政情報から生活情報まで広く情報
　　を提供した。市報をホームページでも見られるようにするため、ＰＤ
　　Ｆ版を作成した。また、スマートフォン等で市報が見られるようにす
　　るため、閲覧用のアプリケーションを利用し、情報を提供した。
　２　声の広報
　　　市報を朗読しデイジーＣＤとＣＤに収録した「声の広報」を、送付
　　希望のあった視覚障がい者（１～６級）の方に送ることにより、聴覚
　　による情報提供を行った。また、ＣＤ版の提供開始に伴い、平成２９年
　　１２月に改めて市内の視覚障がい者に通知を送付した。
　　　市ホームページにも音声データを掲載し、送付対象者以外にも音声
　　データを提供した。
　３　広報掲示板
　　　市内９０箇所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示すること
　　により、市政情報を地域に提供した。

延べ送付本数

平成２９年度「声の広報」送付実績
対象人数 20人（平成29年度末現在）
送付回数

－ 28 －



決　算　額

１　平成２９年度相談件数は「平成２９年度事務報告書」内事務実績の
　「広報秘書課」を参照
２　平成２９年度実績数は「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「広
　報秘書課」を参照
３　「市政だより」に市からのお知らせや官公署からの連絡事項を掲載し、
　町会・自治会を通して地域住民に広く周知できた。「町会長・自治会長
　連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望等を聴くことがで
　きた。
４　市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持ってい
　るか、市長が市民と直接対話し、市政に反映させることができた。
５　住民基本台帳から無作為に抽出した男女２，０００人に対して実施し
　た。市政に対して市民がどのような意見を持っているか直接たずね、市
　政運営の資料として活用できた。
６　市民の意見・要望・苦情等を把握し、市政に反映できた。
７　ファクス、Ｅメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民の声」を
　受け付けることができた。
８　市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交
　流と日常生活の利便に役立てた。

　３～８の詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「広
報秘書課」を参照

＜事業内容＞

千円

１　各種相談業務
２　庁内案内業務
３　「市政だより」の発行、「町会長・自治会長連絡会」の開催
４　「市民と市長の座談会」の開催
５　「市長への手紙」の実施
６　「市民の声」投書箱の設置、受付
７　「市長へのファクス」「市長へのＥメール」
８　市民掲示板の整備

＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

広聴・相談に要する経費
2・１・3-2

事業内容及び成果

－ 29 －



決　算　額

小金井平和の日記念行事

１　平和講演会
２　非核平和事業
３　小金井平和の日記念行事

１　平和や基本的人権の理解を深めるための講演会を開催し、日常生
　活を通して平和や基本的人権などを考え認識を新たにする機会となっ
　た。
２　非核平和映画会、原爆写真パネル展などの催しを実施し、「非核平
　和都市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができた。また「平和行
　事」参加の旅では広島市の原爆死没者慰霊式及び平和祈念式に市
　民５人を派遣し、核兵器廃絶と平和の尊さについて認識を深め「非
　核平和都市宣言」の意義を高めることができた。
３　戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいく
　ため、平成２６年度に策定した小金井平和の日条例に基づき、記念行
　事を開催して平和意識の高揚を図ることができた。

　詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書
課」を参照

＜事業成果＞

平和推進事業に要する
経費

＜事業内容＞

2・1・3-3

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

－ 30 －



決　算　額

防犯効果を高めるため、以下の事業を実施する。
１　青色防犯パトロール事業
２　こがねい安全・安心メール配信
３　自主防犯活動団体に防犯資機材支給
４　こがねいし安全・安心あいさつ運動
５　小金井市安全・安心まちづくり協議会
６　市民防犯講習会
７　防犯設備整備事業補助

６　市民防犯講習会を開催した。

８　小金井市空家等対策協議会

８　空家等対策計画の作成に関する事項について協議するため、
　小金井市空家等対策協議会を２回開催した。

  た。

千円

１　青色回転灯装備車両による市内パトロールを行った。
　　平成２９年度青色回転灯装備車両によるパトロール状況は、「平成
　２９年度事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

２　メール配信登録者にメールを配信した。
　　平成２９年度こがねい安全・安心メール配信状況は、「平成２９年度
　事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

４　子どもの安全確保方策として、こがねいし安全・安心あいさつ運動を
　推進し、チラシやのぼり旗、推進月間ポスター等を作成しての広報活動
　を行った。

５　防犯施策推進のため小金井市安全・安心まちづくり協議会を開催し

＜事業成果＞

３　市内で自主防犯活動を行う団体に防犯資機材を支給した。
　　平成２９年度防犯資機材支給状況及び内訳は、「平成２９年度事務報
　告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域安全課
安全・安心まちづくり対策
に要する経費
2・1・1-13

＜事業内容＞

　　平成２９年度小金井市安全・安心まちづくり協議会は、「平成２９年度事
　務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

　　平成２９年度市民防犯講習会は、「平成２９年度事務報告書」内事務実
　績の「地域安全課」を参照

７　地域団体が行う防犯カメラを設置する事業に対し、補助金を交付した。
　　平成２９年度補助金交付　防犯カメラ設置台数２８台
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決　算　額

9・1・2-1

千円

消防施設維持管理に要
する経費 　消火活動・災害防止活動を円滑に進めるための当該施設の維持管理事

業を実施する。

千円
＜事業成果＞

　平成２９年度消防水利は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「地
域安全課」を参照

＜事業成果＞

消防団活動に要する経 ＜事業内容＞
9・1・2-2

　購入物品・購入備品
新 型 防 火 衣 一 式 22式 消 火 ホ ー ス 10本

　消防団の活動等に要する経費を負担する。

携帯型消防救急デジタル受令機 10台

１　補助金等も活用し、消防団活動用の装備を購入し、消防力の増強を
　図った。

平成３０年小金井市消防団出初式（武蔵小金井駅南口交通広場）

２　武蔵小金井駅南口交通広場にて、消防団出初式を行い、団員の
　士気高揚・市民の防火意識の向上等を図った。

　平成２９年度消防団員出動状況、消防団関係行事は、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

事業内容及び成果

　消火栓等の新設や補修を行い、消防水利の充実・強化を図った。

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

－ 32 －



決　算　額

購入備品

購入備蓄品

３　災害時に避難所となる小中学校１４箇所について特設公衆電話を避
　難所開設後すぐに設置できるように、あらかじめ配管等の整備を行い、
　　電話機を購入した。

４　災害時の通信手段の多様化を図るため衛星携帯電話を導入した。

５　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進
　するための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に務めた。

マ ン ホ ー ル ト イ レ 11基

投 光 器 2台

事業内容及び成果

1台

＜事業成果＞
１　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。

炊 飯 器

災害対策に要する経費 ＜事業内容＞
9・1・3-1 　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充

実等を実施する。
千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

80本粉 末 消 火 器80缶調 製 粉 乳
14,100食ア ル フ ァ ー 米8,580食ビスケット ・クラッカー

60リットルガ ソ リ ン 缶1,500回分簡易トイレ便袋セット

12,600リットル非 常 用 保 存 水100枚毛 布

6,984枚オ ム ツ （ 大 人 用 ）

　平成２９年度自主防災組織補助金支給額は、「平成２９年度事務報告書」
内事務実績の「地域安全課」を参照

灯 油 缶

発 電 機 1台 給 水 タ ン ク 1台
間 仕 切 り 13セット

　助物資の充実・増強を図った。
２　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救

70台電 話 機120リットル
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決　算　額

　平成２９年度総合防災訓練参加者は、「平成２９年度事務報告書」内事務
実績の「地域安全課」を参照

事業内容及び成果

＜事業成果＞

防災訓練に要する経費
9・1・3-2

千円

　震災対応型訓練の実施により防災意識の高揚と防災行動力の向上を図
る。

＜事業内容＞

　平成２９年９月２４日、東京学芸大学、小金井市障害者福祉センターにお
いて総合防災訓練を実施した。

事　業　名
款・項・目-事業番号

平成２９年度小金井市総合防災訓練（東京学芸大学）

－ 34 －



決　算　額

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

管財課 ＜事業内容＞
庁舎建設基金積立金
2・1・13-1

庁舎建設基金の積立を行う。

＜事業成果＞

千円

庁舎建設基金積立金(積立利子)

金額(円)

合計

内容
庁舎建設基金積立金(積立元金)

－ 35 －



決　算　額

2・1・10-1

　友好都市三宅村の噴火災害の復興支援・交流を行うとともに、民間交流
活動の中心となっている小金井三宅島友好協会に援助する。

千円

国際交流に要する経費
2・1・10-2

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号

コミュニティ文化課 ＜事業内容＞
三宅村友好都市交流に
要する経費

＜事業成果＞
　合計２５６人（上記事業１：５２人、２：３０人、３：１１５人、４：５９人）の参加が
あり、様々な場面で幅広い交流が図られ、市民の国際交流への関心・理解
を深めることができた。

  なかよし市民まつり後に、三宅村訪問団懇親会を友好協会と共催で実施
し、市民とともに両自治体の一層の交流を図った。また、多摩・島しょ広域
連携活動助成金を活用し、両自治体の児童を対象に青少年自然・文化体
験交流事業を開催した。

　国際交流事業として、次の４事業を実施する。
１　母語が日本語以外の方々８人が出場して「日本語スピーチコンテ
　スト」を開催する。
２　日本文化への理解と交流を深めるため、外国籍市民を中心に「うどん
　打ち体験会＆懇親会」を開催する。
３　小学校４～６年生と外国籍市民が年齢と国籍を超えて交流する「こども
　国際交流フットサル大会」を開催する。
４　東京２０２０オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、日本を訪れた
　外国人に簡単な英語で道案内等の手助けをする「外国人おもてなし
　語学ボランティア」の育成講座を開催する。

＜事業成果＞
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決　算　額

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

文化振興に要する経費
2・1・10-3

＜事業内容＞
１　市民団体の自発的な文化活動を支援し、活性化を目的に、市文化協
　会、小金井薪能、市民まつり実行委員会、市民まつり実行委員会事務
　局、市民文化祭実行委員会に補助金を交付し支援をする。
２　江戸文化体験事業は、江戸から伝わる伝統文化を広く市民に知って
　もらい、親しんでもらうことを目的として行う。平成２９年度は、文化庁補
　助金を活用し、東京学芸大学留学生センターとタイアップし、伝統芸能
　「江戸写し絵」の体験ワークショップを行う。
３　平成２１年４月に施行された小金井市芸術文化振興計画の推進事業
　については、計画の第３期の最終年となり、市民による実施主体が具体
　的な事業の推進を担うという計画のスケジュールに基づき立ちあがった、
　特定非営利活動法人アートフル・アクションに事業を委託し、第１期、
　第２期の経過を踏まえ、次期計画策定を視野に入れた計画推進事業運
　営を行う。

千円

＜事業成果＞
１　市民団体の活動を補助することにより、文化振興に貢献することができ
　た。
　　補助金の内訳等は、「平成２９年度事務報告書」内、事務実績の「コ
　ミュニティ文化課」を参照
２　江戸文化体験事業は、東京学芸大学の留学生を対象に、伝統芸能
　「江戸写し絵」の体験ワークショップを、留学生対象に実施した。留学
　生は、「江戸写し絵」の鑑賞とその歴史や写し方について解説を受ける
　とともに、実際に写し絵作品を描いて発表を行った。
３　小金井市芸術文化振興計画の推進事業については、「まちはみんな
　のミュージアム」をテーマに、市民主体のワークショップとしてポーランド人
　アーティストと市民が、一緒に作品を作り展示まで行う展覧会ハイブラッド
　プレッシャー（Ｈｉ-Ｂｌｏｏｄ Ｐｒｅｓｓｕｒｅ）展と、市民スタッフの人材育成事業
　として市内の生活介護事業所「かがわ工房」に通う方たちの作品を展示
　する展覧会、まちはみんなのミュージアム「かがわ工房編」を、企画から
　展示まで市民スタッフの手により開催した。
　　また学校連携事業では、小学校３校が、アーティストを招いて授業を
　行った。

ハイブラッドプレッシャー展
本町小学校 ｗａｘｗｏｒｋ
／蝋細工のワークショップ

学校連携事業 緑小学校４年生
「森の中に風景をつくる」

－ 37 －



決　算　額

１　相談・コーディネート件数が延べ１５２件となり、市民の市民活動・協働
　への関心の高さがうかがわれた。
２　市民協働のあり方等検討委員会からの答申を受け、ＮＰＯ法人派遣研
  修及び協働推進職員研修を行い、市職員の協働意識の向上に寄与し
  た。
３　会場を小金井 宮地楽器ホールに移し、約３，０００人の市民が参加す
　る大きなイベントを開催したことで、市民活動の機運の醸成が図られた。
４　平成２９年度採択事業は１件となった。

　詳細は「平成２９年度事務報告書」内の「コミュニティ文化課」を参照

＜事業成果＞
　安定的な貸館運営を行い、自主事業については、芸術文化公演事業を
１５件、市民芸術振興事業を１８件実施した。
　また、市の財産を有効に活用し、新たな財源を確保することにより、当該
施設等の持続可能な管理・運営を行い、これにより市民サービスの向上を
図ることを目的として平成２７年度から３年間命名権（ネーミングライツ）制度
を導入した。

芸術文化施策に要する
経費

＜事業内容＞

2・1・10-5

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

民間非営利団体に要す
る経費

＜事業内容＞
１　市民協働支援センター準備室において、市民活動・市民協働につい
　ての相談、コーディネート等を行う。
２　職員研修としてＮＰＯ法人派遣研修及び協働推進職員研修を実施す
　る。
３　小金井ＮＰＯ法人連絡会、小金井市福祉ＮＰＯ法人連絡会、市民協
　働支援センター準備室、小金井ボランティア・市民活動センターと共催
　で「こがねい市民活動まつり」を開催する。
４　市民協働提案制度により市民活動団体等からの提案で実施する協働
　事業に対して提案型協働事業補助金を支出する。

2・1・10-4

千円

　小金井市民交流センターの貸館、自主事業等の安定的な管理運営を行
う。

事業内容及び成果

＜事業成果＞

市民協働提案制度
公開プレゼンテーション審査

こがねい市民活動まつり
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決　算　額

＜事業成果＞
　平成２９年度は当館として初めて取り上げる作家の伊東深水と児島善三
郎の企画展を２回を行った。企画展のテーマにちなんだワークショップや、
ウォーキングイベントも行った。また、昨年度より建物の調査を行っている研
一旧宅と、茶室花侵庵をテーマとした講演会「画家と小金井の暮らし」を、
東京理科大学教授伊藤裕久氏、府中市美術館館長藪野健氏、建築家新
堀学氏を講師に研一旧宅である附属喫茶棟で行った。３月の所蔵作品展
前のプレ企画としての催しでもあり盛況であった。

中学生の職場体験

事業内容及び成果

展示の様子

はけの森美術館事業に
要する経費

＜事業内容＞
　今年度は、企画展２回「南方より伊東深水から　市川市所蔵　南方風俗ス
ケッチ展」、「武蔵野の四季と共生　児島善三郎の国分寺時代」と、所蔵作
品展２回「さまざまな道程　寄贈作品に見る中村研一の姿」、「没後５０年
中村研一の制作－日常の風景とともに」を行った。また、市立小学校９校の
鑑賞教室、当館学芸員による鑑賞教室事前授業、中学生の職場体験等も
行った。

2・1・10-8

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号
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決　算　額

千円

＜事業成果＞
千円

消費者対策に要する経費
7・1・1-2 　高度化・複雑化する消費生活相談へ迅速に対応できるよう相談室の機能

強化を実施する。高齢者を狙う悪質商法による被害の未然防止及び成年
年齢の引下げを見据えた、消費生活の経験や知識の浅い若者たちへの消
費者教育を進め、被害の未然防止・消費者意識の啓発強化に努める。

１　農業振興連合会補助金
　　農産物生産団体の育成や補助、農業をＰＲする農業祭等イベントの
　実施、農業への理解や関心を深めることを目的とした農業絵画コンクー
　ルの実施、農業絵画コンクール入賞作品を活用し食育カレンダーの作
　成等を行った。

２　都市農地保全支援プロジェクト補助金
　　農地の持つ防災機能やレジャー機能等の多面的機能を発揮させる事
　業に対して補助を行った。防災兼用農業用井戸２基の設置及び市民農
　園１園の整備を行った。

　平成２９年度農業振興連合会の事業内容は、「平成２９年度事務報告書」
内事務実績の「経済課」を参照

＜事業内容＞

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

経済課 ＜事業内容＞
　農業振興対策事業の推進及び農業経営の改善、向上を図る事業に対す
る補助、農地の持つ多面的機能を活用し、都市農地の保全を推進する。

農業振興対策に要する経
費
6・1・3-1

＜事業成果＞
　東京都消費者行政推進交付金の活用により、以下の施策を実施した。
　１　消費生活相談室の機能強化
　　平成２７年度から消費生活相談員を原則２人体制で、勤務日を固定するこ
　とができ、困難案件や継続案件の長期化抑制を図った。また、相談室に
　仕切りを設け、来庁による相談を２件同時に受付することを可能とし、相談
　者の利便性を図った。

　２　高齢者消費者被害等意識実態調査
　　市内６５歳以上高齢者３，０００人（無作為抽出）を対象に、実態調査を
　実施した。悪質商法及び消費生活相談室の認知度、消費者被害状況
　等について把握・現状分析を行った。

　３　若年者向け消費者教育推進
　　市内公立中学校４校及び高等学校１校で「トラブルを知ってカシコイ消
　費者になろう！」をテーマとした消費者講座を実施した。市相談員が講師
　となり、身近に潜む消費者トラブルの紹介、対処法、契約やインターネット
　利用の基礎知識等について説明し、被害の未然防止と消費者意識の向
　上を図った。

　平成２９年度消費者対策に対する事業内容は、「平成２９年度事務報告書」
内事務実績の「経済課」を参照
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決　算　額

黄金の日々チラシ 謎解きクイズラリーチラシ

第５０回小金井お月見のつどい

千円

＜事業成果＞
　平成２８年度に策定した「江戸東京でおもてなし事業実施ビジョン」に基づ
き、「江戸東京」テーマによるシティプロモーションの推進及び「江戸東京」
テーマを核とした滞在（時間消費）型ビジネスの創出・拡大の２つを柱とした
「江戸東京でおもてなし事業」を実施した。
　プロモーションビデオの制作、江戸東京野菜のＰＲ、市内回遊促進イベン
トの謎解きクイズラリー、今昔まちあるきツアーなどの開催を通じ、市の魅力
向上を図った。

事　業　名
款・項・目-事業番号

　桜まつりでは新たに桜のライトアップ、お月見のつどいでは第５０回記念事
業としてクイズラリーを実施し、来場者から好評を得た。

観光振興に要する経費
7・1・3-1

千円

事業内容及び成果

商工振興に要する経費
7・1・2-1

＜事業内容＞
　商工業の活性化の推進と創造的産業の育成に向けて、商工会・商店会へ
の補助及び起業家育成支援等を行う。

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　市内の観光振興を図るため、小金井市観光まちおこし協会及び阿波踊り
振興協議会の運営費等に対し、補助金を交付する。

－ 41 －



決　算　額

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

納税課 ＜事業内容＞
　収納事務に要する経費　公平な担税や市税徴収率の維持・向上を図る
ため、インターネット公売システムを利用し、換価性を有する動産の公売を
開始する。

収納事務に要する経費

＜事業成果＞

千円

年度
現年度収納率
滞納繰越収納率

平成28年度

合計収納率

平成29年度

2・2・3-1

平成27年度

１　インターネット公売に係る環境整備（インターネット環境等）を完了
　した。
２　捜索４件を実施するも、換価性を有する動産を発見することができな
　かったため、インターネット公売を実施しなかった。
３　インターネット公売に係る捜索の実施その他滞納処分執行等の取組に
　より、市税収納率（現年度、滞納繰越及び合計）は、前年度対比で上昇
　した。

単位：％
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決　算　額

4・1・4-3

4・1・5-3

補助実績
（１）　太陽光発電システム 　　　　　　　　　　　　３，９６３，０００円  （４１件）
（２）　燃料電池コージェネレーションシステム　５，１００，０００円 (１０２件）
（３）　太陽熱温水器　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５０，０００円    （９件）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

環境政策課 ＜事業内容＞
飼い主のいない猫対策に
要する経費

　飼い主のいない猫によるふん尿や鳴声による被害を減らすため、地域住
民と登録ボランティア団体が実施する地域猫活動を支援し、三者協働によ
り地域問題を解決する。
　地域猫活動では、飼い主のいない猫に不妊・去勢手術を施すことで繁
殖を防ぐため、この費用を登録ボランティア団体に補助すると共に、地域
猫活動の普及啓発を目的としたセミナー等を開催する。

千円

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　不妊・去勢手術は、オス４５頭、メス３５頭の合計８０頭に施術し、繁殖を
抑制した。また、セミナーを年４回実施し、延べ７５人が参加するなど、地
域猫活動の普及啓発に努めた。

環境対策事務に要する経
費

＜事業内容＞
　住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金
　良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全や快適な生
活環境を確保する。二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入する
者に対し、その設置費用の一部を補助することにより、二酸化炭素削減に
向けた行動を促進する。

千円
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決　算　額

8・4・5-6

都市公園等の整備に要
する経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

１　貫井けやき公園の用地の一部を取得する。
２　上の原公園地盤整備工事
　　雨水による水溜り解消のため、雨水浸透枡の設置及び入り口階段
　上部撤去工事を実施する。
３　滄浪泉園改修工事
　　竹垣補修、園路補修、池護岸用乱杭補修、藤棚補修、緑道護岸
　補修を実施する。

１　貫井けやき公園用地（１５７㎡）を取得した。
　（１）　用地取得費　　　　　４２，４７７，９５１円
　（２）　不動産鑑定手数料        ５４６，４８０円
　（３）　収入印紙代                 　 １０，０００円

２　雨水浸透枡の設置により、公園入口付近の水溜りが解消し、
　公園利用者の利便性が向上した。
　（１）　工事費　　　　　　　　　　　７９９，２００円

３　経年劣化により崩落の危険性があった藤棚や池の護岸を改修する
　とともに、園内を歩きやすくするために園路等の補修工事等を実施
　した。これにより安全性が向上し、風景と調和した赴きのある景観も
　創出された。
　（１）　工事費　　　　　　　　 １２，９０６，２００円

＜事業成果＞

貫井けやき公園 上の原公園

滄浪泉園
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決　算　額

4・2・2-1

事業内容及び成果

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号

ごみ対策課

塵芥収集に要する経費

＜事業内容＞

4・2・2-2 １　市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、新可燃ごみ処理
　施設の整備・運営事業を推進する。

２　不燃、粗大ごみ、資源物の処理について、施設の老朽化等を考慮し、
　循環型社会の形成に資する施設の再配置を進め、適正処理の維持を
　図る。

千円

＜事業成果＞

１　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　　一般家庭等から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保
　全及び公衆衛生の向上を図る。

千円

＜事業成果＞
１　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　　分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に
　行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与した。

　　平成２９年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「平成２９年度事
　務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

２　粗大ごみ等収集に要する経費
　　収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向
　上に寄与した。

　　平成２９年度粗大ごみの収集量は、「平成２９年度事務報告書」内事務
　実績の「ごみ対策課」を参照

塵芥処理に要する経費 ＜事業内容＞

１　家庭系可燃ごみについては、多摩地域の市及び一部事務組合の計４
　団体に焼却処理をしていただき、事業系可燃ごみやその他不燃系ごみ
　についても処分又は再生の実施状況を確認する等、適正な処理を推
　進した。
　　新可燃ごみ処理施設の設置及び運営等を共同して行うことを目的に
　設立した浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）
　では、平成３２年度の新可燃ごみ処理施設本格稼働を目指して、平成
　２９年１１月に新施設の建築工事を開始し、本市は、組合構成団体とし
　て与えられた責任を果たした。

　　平成２９年度廃棄物処理の実績は、「平成２９年度事務報告書」内
　事務実績の「ごみ対策課」を参照

２　清掃関連施設整備基本計画検討会議等での意見を踏まえ、平成２９
　年１２月に同基本計画（案）のパブリックコメントを実施し、計画を策定
　した。
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決　算　額

　

スマートフォン用ごみ分別アプリ オリジナル有償エコバッグ

＜事業成果＞
　安定した受入れ及び施設の維持管理に努めたことにより、都市環境衛生
の向上、更には、適正処理による最終処分場への埋立ごみを搬出せず、
有効資源の再利用化を図った。

　平成２９年度事務状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「ご
み対策課」を参照

ごみ減量啓発に要する経
費

＜事業内容＞
　ごみ減量や分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助金
の交付、啓発ツールの活用及びごみゼロ化推進員との協働による活動の
推進等を行う。

4・2・2-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

中間処理場維持管理に要
する経費

＜事業内容＞
　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進する
とともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に努
める。

4・2・2-3

千円

＜事業成果＞
　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレン
ダーやごみ減量啓発チラシの全戸配布、リユース食器の無料貸出し及び
ごみゼロ化推進員との協働による啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ
分別アプリを配信し、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するととも
に、ごみの減量及び分別の徹底が図られた。また平成２８年度に引き続き、
オリジナルエコバッグを作成し、販売した。

　平成２９度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみゼ
ロ化推進員活動状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

決　算　額

　

スマートフォン用ごみ分別アプリ オリジナル有償エコバッグ

＜事業成果＞
　安定した受入れ及び施設の維持管理に努めたことにより、都市環境衛
生の向上、更には、適正処理による最終処分場への埋立ごみを搬出せ
ず、有効資源の再利用化を図った。

　平成２９年度事務状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「ご
み対策課」を参照

ごみ減量啓発に要する経
費

＜事業内容＞
　ごみ減量や分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助
金の交付、啓発ツールの活用及びごみゼロ化推進員との協働による活動
の推進等を行う。

4・2・2-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

中間処理場維持管理に要
する経費

＜事業内容＞
　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持並びに施設の維持管理
に努める。

4・2・2-3

千円

＜事業成果＞
　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレン
ダーやごみ減量啓発チラシの全戸配布、リユース食器の無料貸出し及び
ごみゼロ化推進員との協働による啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ
分別アプリを配信し、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するととも
に、ごみの減量及び分別の徹底が図られた。また平成２８年度に引き続
き、オリジナルエコバッグを作成し、販売した。

　平成２９度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみ
ゼロ化推進員活動状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「ご
み対策課」を参照
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決　算　額

4・2・2-5

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

資源ごみ回収に要する経
費

＜事業内容＞
　資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収と資源化の推進を行
う。

千円
＜事業成果＞
　資源物の分別回収、生ごみや剪定枝等有機性資源の有効活用、自治会
や子供会等による集団回収の実施等により、循環型社会の形成に向けて
限りある資源の有効活用が図られた。

　平成２９年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「平成２９年度事務
報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照
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決　算　額

3・1・1-2

3・1・1-5

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

地域福祉課 ＜事業内容＞
社会福祉委員に要する経
費

　地域の人からの相談を行政につなげることや、調整、指導、助言等の活
動により、社会福祉の増進に努める。

千円

　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成するとと
もに、ボランティアによるまちづくり推進事業及び地域福祉総合推進事業
等に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための
基盤強化を図った。

＜事業成果＞

社会福祉協議会に要する
経費

＜事業成果＞
　市内に６５人の委員を配置し、地域の福祉向上に努めた。

民生委員等に要する経費
3・1・1-3

＜事業内容＞

千円

千円

　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画
一性や限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

　生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母子等、援助を必要とする
方に対して、民生委員・児童委員が、相談・指導・助言等を行う。

　平成２９年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等について
は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞
　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

＜事業成果＞
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決　算　額

円
円
円
円
円
円
円

社会福祉協議会緊急福祉貸付事業市貸付金

円

事務所及び事業実施場所の維
持管理に要する経費

円

４７０，０００円

　平成２９年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「平成２９年
度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

円

社会福祉協議会助成金

要保護者緊急援護費支給事業
事務所及び事業実施場所の賃
借に要する経費

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

旅費

緊急福祉資金貸付事業

項　　　　　　目 助　成　金
人件費

心身障害者団体補助事業

事業費

＜事業成果＞
　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相談
事例等の解決に努めた。

ボランティア活動推進事業
ふれあいのまちづくり事業

合　　　　　　　計 円

福祉サービス苦情調整委
員に要する経費

＜事業内容＞
　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、条例に基
づき設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受け
て、公正な第三者的機関として市や関係者からの事情聴取、調査等を行
う。

3・1・1-7

千円
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決　算　額

3・1・1-14 １　福祉団体補助
千円

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

３　在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金

１　福祉団体補助

・　小金井市遺族会 ・　小金井市身体障害者福祉協会
・　小金井市手をつなぐ親の会 ・　小金井市母子寡婦福祉会
・　小金井市視力障害者の会 ・　小金井市聴覚障害者協会
・　のびよう会 ・　小金井市精神障害者家族会
・　小金井地区肝友会 （あじさい会）

２　福祉サービス第三者評価受審費補助

３　在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

　場合に、その受審費の一部を補助する。

　　市内９つの福祉団体に対して、地域活動の発展と育成の見地から補
　助金（１団体、７５，０００円から８０，０００円まで）を交付した。また、宿泊
　を伴う慰安旅行等のバス借上料についても補助金を５団体に交付した。

　　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評
　価を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス利
　用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択する
　ことができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

平成２９年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「平
成２９年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　　当該給付金の目的、給付要件等に合致した申請者（平成２９年度
　は１人）に対して給付金を支給した。

負担金・補助金 ＜事業内容＞

　　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

　　年金制度上いずれの公的年金も受給できない在日外国人等の高齢
　者及び障がい者に対して、小金井市在日外国人等高齢者・障害者福
　祉給付金を支給する。

＜事業成果＞

　進機構が認証した評価機関による福祉サービス第三者評価を受審した
　　小金井市内に事業所がある福祉団体が、東京都福祉サービス評価推
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決　算　額

3・1・1-24

＜事業内容＞
　学習塾等受講料や高校・大学等の受験料について無利子で貸付けを
行い、一定所得以下の世帯の中学校３年生、高校３年生を支援する。高
校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免除
される。

　避難行動要支援者の名簿を整備し、消防署、警察署、民生委員・児童
委員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害の備えた地域の協力体
制づくりの推進を図った。
　また、高齢者及び障がい者等に救急医療災害支援情報キットを給付す
ることにより、救急及び災害時において適切な医療、支援を受けられる環
境を整備した。

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経費    災害時の避難行動要支援者の名簿を作成し、その名簿管理、関係機

関との情報の共有を図る。また、災害時、要支援者の安否確認や避難支
援を行うための災害時の避難行動要支援者個別支援プラン作成に向け
た取組を実施する。
　救急医療災害支援情報キットの配付を行い、高齢者、障がい者等が救
急及び災害時において適切な医療や支援を受けられる環境を整備する。

＜事業成果＞
　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポートや相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

平成２９年度権利擁護センター運営関係については、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

平成２９年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「平成２９
年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能
力に不安のある方等の尊厳と権利を守るため、利用者サポート、専門相
談、成年後見制度利用に関する相談や助成を行う。
　また、成年後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行
う。

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

福祉サービス総合支援事
業に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

3・1・1-16

千円

低所得者・離職者対策事
業に要する経費
3・1・1-19

千円

　学習塾などの費用や受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下の
世帯の子どもの教育環境を整えることができた。
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決　算　額

3・1・1-28

3・1・1-31
千円

詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉
課」を参照

＜事業内容＞

　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金の
支給による就職活動の支援、家計改善や債務整理に向けた支援及び子
どもの進学支援を行うことができた。

事業内容及び成果

千円

＜事業成果＞

＜事業内容＞

＜事業成果＞

千円

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、住居確保給付金の支給、家計管理や債務整理に関する支援及び子
どもの学習支援を行う。

　平成２９年度は、市民説明会及びパブリックコメントを実施し、保健福祉
総合計画策定委員会及び専門部会における検討等を踏まえ、平成３０年
３月に「第２期小金井市保健福祉総合計画」を策定した。

　詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉
課」を参照

平成２９年度自立相談支援事業、家計相談支援事業、住居確保給付金
及び学習支援事業の状況については、「平成２９年度事務報告書」内事
務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

　福祉会館建物の解体工事を完了し、敷地については所有者への返還を
行った。また、（仮称）小金井市新福祉会館建設基本計画市民検討委員
会の設置・検討を経て、「（仮称）小金井市新福祉会館建設基本計画」を
策定した。

＜事業成果＞

福祉会館に要する経費
3・1・5-1

保健福祉総合計画策定
に要する経費

　平成２８年度に引き続き、福祉会館解体工事を実施（平成２８年～平成２
９年債務負担行為）するとともに、市民検討委員会を設置し、新たな施設
の建設基本計画を策定する。

　福祉における制度の枠組みを超え、市民の福祉と健康づくりに資するこ
とを目的として策定された保健福祉総合計画の改定を行う。
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決　算　額

3・1・12-1

3・3・2-1

3・3・3-1

＜事業成果＞
　被保護世帯に対して、生活の安定と自立の助長を図ることができた。

　平成２９年度生活保護法外援護の状況については、「平成２９年度事務
報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

　被保護世帯に対して、最低生活の保障と自立の助長を図ることができた。

平成２９年度生活保護関係の状況については、「平成２９年度事務報告
書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞
　被保護世帯に対し、入浴券や図書券の給付、就職支度金及び自立促
進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法に定
められている以外の援護を行う。

千円

事業内容及び成果

　１１，５００人の方に支給することができた。

生活保護扶助に要する経
費

　積立元金として１６０，０７１，５６３円、積立利子として４６，００２円の地域
福祉基金を積み立てた。

地域福祉基金積立金
3・1・10-1

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない方々に対し、必要に応
じて生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、自
立のための扶助を行う。

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

＜事業内容＞

臨時福祉給付金給付に
要する経費

＜事業内容＞
消費税引上げ（５％→８％）による影響を緩和するため、所得の低い方々
に対して、臨時福祉給付金（経済対策分）として１人につき１５，０００円を
支給する。

千円

地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

＜事業成果＞
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決　算　額

3・1・2-28

ヘルプマーク 障害者差別解消法
リーフレット

＜事業成果＞
　市内各施設や障害福祉サービス相談支援事業所等にリーフレットを配
布し、広く市民に周知、普及啓発することができた。

＜事業成果＞
　窓口設置や障害福祉サービス事業者等にヘルプマークを配布し、広く
市民に周知、普及啓発することができた。

地域自立支援協議会運
営に要する経費

＜事業内容＞
　障害者差別解消法にともなう、障がい者差別の解消に向けてリーフレット
を作成・配布する。

千円

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

自立生活支援課 ＜事業内容＞
その他事務に要する経費
3・1・2-13

　周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるヘルプマークを作成・配
布する。

千円
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決　算　額

3・1・4-18

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

介護福祉課
小金井市シルバー人材
センターに要する経費
3・1・4-8

＜事業内容＞
　働く意欲を持っている高齢者に、その知識、経験、希望に沿った就業機
会を確保するため、就業機会の開拓及び提供、研修等を行う。

千円

介護保険利用者負担助
成に要する経費

＜事業内容＞
　介護保険における介護（予防）給付及び総合事業の利用者のうち、市民
税非課税世帯の方に対して、訪問介護等の利用者負担額の４０％を助成
する。

　健康で働く意欲のある高齢者に就労の機会を提供し、各事業を通じて
地域に貢献することができた。平成２９年度における受託事業の状況は、
受託件数が１０，２４１件で前年度の９９．８％（１７件の減）であった。契約
金額は４６６，１８６千円で前年度の９６．５％（１７，０４６千円の減）となっ
た。

千円

＜事業成果＞

　平成２９年度会員状況及び就業状況は、「平成２９年度事務報告書」内
事務実績の｢介護福祉課」を参照

　平成２９年度の申請等の実績件数は、「平成２９年度事務報告書」内事
務実績の｢介護福祉課」を参照

助成延べ件数 5,456 件

＜事業成果＞

認定者数 749 人

　低所得者のサービス利用料の負担を緩和することで、負担軽減とサービ
スの利用促進を図ることができた。
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決　算　額

3・1・4-40

在宅療養支援窓口事業
に要する経費

＜事業内容＞
　在宅医療・介護連携推進事業の内、在宅医療・介護関係者に対する相
談支援窓口、医療・介護関係者の情報共有支援、医療・介護関係者への
研修を小金井市医師会に委託した在宅医療・介護連携支援室にて実施
する他、医療資源マップ、在宅療養に関するリーフレットの作成を市で行
う。

千円

＜事業成果＞
　医療・介護　他職種連携研修会　２回
　地域包括ケア病棟についての他職種勉強会　１回
　ケアマネ勉強会　３回
　その他多数の研修会、講演会を実施し、地域の医療と介護の連携にお
いて重要な役割を担った。

　医療資源マップ…５，０００部作成
　在宅療養に関するリーフレット…１０，０００部作成
　市内公共施設や相談機関において配架し、市民、医療、介護関係者向
けに配布した。

介護支援ボランティアポイ
ント事業に要する経費

＜事業内容＞

3・1・4-39

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

　高齢者の介護予防、生きがいづくり及び社会参加活動の推進に寄与し
た。

　（平成３０年３月３１日現在）
　介護支援ボランティア登録者　　　　　２３９人
　介護支援ボランティア受入事業所　　２９事業所

＜事業成果＞

　市内在住の６５歳以上の元気な高齢者が、自身の介護予防、生きがい
づくり、社会参加活動を推進する目的で、市内の介護サービス事業所等
で行うボランティア活動に参加した場合に、小金井市介護支援ボランティ
アポイントを付与し、当該ボランティアポイントに応じて小金井市ポイント
カードさくら会（小金井市商工会）が実施するさくらポイントカード事業のポ
イントに交換する。
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事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

健康課
両親学級に要する経費
4・1・1-5

＜事業内容＞
　妊婦及びそのパートナーを対象とし、妊娠・出産・育児等についての講
義と実技の指導を行う。

千円

＜事業成果＞
　両親学級たんぽぽクラス（土曜２日間コース）は、参加者を２グループに
分け、講義の順番を見直すことで、定員を従来の２４組から３２組に拡充さ
せ、参加者の増加につながった。

　平成２９年度両親学級参加者数は、「平成２９年度事務報告書」内事務
実績の｢健康課」を参照

胃がん検診に要する経費
4・1・1-15

＜事業内容＞
　従来の子宮がん検診、乳がん検診のクーポン券送付に替えて、罹患率
の高い世代に、胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がんの各がん検
診の受診勧奨通知を送付する。

千円

＜事業成果＞

子宮がん検診に要する経
費
4・1・1-16

千円

乳がん検診に要する経費
4・1・1-17

4・1・1-19

千円

千円

肺がん検診に要する経費
4・1・1-18

大腸がん検診に要する経
費

千円

　平成２９年度各種がん検診受診者数は、「平成２９年度事務報告書」内
事務実績の｢健康課」を参照

　従来は子宮がん検診、乳がん検診合わせて約６，０００人（重複あり）に
クーポン券を送付していたが、これを胃がん・肺がん・乳がん・子宮がんの
罹患率の高い世代約３６，０００人（重複あり）に受診勧奨通知を送付し、幅
広い市民に対し、がん検診事業の周知が進んだ。また、大腸がんについ
ては小金井市特定健康診査受診券の発送に合わせて約１８，０００人に受
診勧奨通知を同封送付し、効果的・効率的な周知を図った。
　各がん検診の受診者数については、胃がん、肺がんは前年比で微減と
なったが、大腸がんは前年比６％増、子宮がん、乳がんの各検診は前年
比１７％以上の高い増加率となった。
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事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

成人歯科健康診査等に
要する経費

＜事業内容＞
　若い世代から歯科健診を受診し高齢期における歯の喪失防止と要因に
なる歯周疾患の予防を心がけ、生涯を通じ自分の歯で過ごすために、健
診年齢を３０歳からに引き下げる。

4・1・1-21

千円

＜事業成果＞

負担金・補助金
4・1・1-26

＜事業内容＞
　在宅使用済注射針回収事業補助金（２００千円）
　小金井市薬剤師会が、在宅医療廃棄物の適正で安全な処理のため実
施している在宅使用済み注射針回収事業に対して、平成２９年度から、そ
の経費の一部補助を開始する。

千円

　平成２９年度成人歯科健康診査受診者数は、「平成２９年度事務報告
書」内事務実績の｢健康課」を参照

＜事業成果＞
　小金井市薬剤師会が市内の薬局２０店舗で、在宅医療廃棄物である注
射針回収用ボトル４００個分を回収し、適正に廃棄処理を行うことにより、
感染症発症の防止となった。

　従来は、３５歳・４０歳・４５歳・５０歳・５５歳・６０歳・６５歳・７０歳・７５歳・８０
歳の方を対象に歯科健康診査を実施していたが、新たに３０歳を対象に
追加し、若年層への歯科健診受診を促すことにより、受診者数の増加に
つながった。
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千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

妊婦面接に要する経費
4・1・1-31

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　準備期間を経て平成２９年６月から予約制で実施。月平均面談率は、６
９.９％となった。出産前に保健師が個別相談を丁寧に行うことで、問題の
早期把握・対応ができ、個別の状況により支援計画の作成を行った。事後
アンケートでは相談窓口・保健事業がわかった、不安が軽減したとの意見
が多く、育児ギフト配布もおおむね好評であった。

　平成２９年度妊婦面談数は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の｢
健康課」を参照

　妊娠の届出をした全ての妊婦を対象に、保健師が保健センター等、市
内施設で面談を行うことにより、支援の必要性を早期に把握し、利用でき
るサービスの情報提供等を行う。
　また、面談実施後、行政が育児の伴走者として家庭に関わる意を示すた
め、育児パッケージを配布する。
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事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

子育て支援課
児童手当支給に要する経
費
3・2・1-2

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

児童育成手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態とな
り、又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属
する年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手
当を支給する。

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育してい
る保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該
当しない保護者に対して特例給付を支給する。

千円

3・2・1-3

千円

　平成２９年度児童手当支給状況については、「平成２９年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

平成２９年度児童育成手当支給状況については、「平成２９年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。
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　平成２９年度小金井市愛育手当支給状況については、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

児童扶養手当支給に要
する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

3・2・1-4

千円

　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児
童の福祉の増進を図った。

愛育手当支給に要する経
費

＜事業内容＞
　３～５歳児のうち、幼稚園、認可・認証保育園等公的補助のある施設を
除く保育・幼児教育施設又は児童発達センターに在籍している幼児の保
護者に対して愛育手当を支給する。

3・2・1-5

平成２９年度児童扶養手当支給状況については、「平成２９年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

＜事業成果＞
　愛育手当を支給することにより、未来を担う幼児の健全な育成に寄与し
た。
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決　算　額

　乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上
と健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　平成２９年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

＜事業成果＞

乳幼児医療費助成事業
に要する経費
3・2・1-6

千円

　６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、
乳幼児に係る医療費の一部を助成する。

　出産後２か月以内で、産婦を介助する方がいない家庭に対して、一定
期間育児支援ヘルパーを派遣する。

　子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、
子育て家庭の負担を軽減し、母体の回復を促進することができた。

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

＜事業成果＞

育児支援ヘルパー派遣
事業に要する経費

＜事業内容＞

3・2・1-12

　平成２９年度乳幼児医療費助成状況については、「平成２９年度事務報
告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

　子どもとその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、子育
てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催して
各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの機
能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

事業内容及び成果

　平成２９年度子ども家庭支援センター運営状況については、「平成２９年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

3・2・1-13

事　業　名
款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業内容＞
　子どもと家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子ども
と家庭の支援に携わる関係機関との連携及び調整、親と子が安心して過
ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支援、子育て
ボランティアの育成等、子育て情報の提供等を行うとともに、育児の相互
援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターも管理して
いる。

千円

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者９４７人に対し、子育て応援記念品として、図書
カード２，０００円分を贈呈した。

＜事業内容＞その他事務に要する経費

千円

3・2・1-14
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決　算　額

　平成２９年度子どもショートステイ利用状況については、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞
　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る
医療費の一部を助成する。3・2・1-16

千円

＜事業成果＞
　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上と健
やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　平成２９年度義務教育就学児医療費助成状況については、「平成２９年
度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

子どもショートステイ事業
に要する経費

＜事業内容＞
　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。3・2・1-15

＜事業成果＞
　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児
童福祉の向上に寄与することができた。
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決　算　額

3・2・1-17

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経費

養育支援訪問事業に要
する経費

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計
画）を着実に推進するため、子ども・子育て会議において意見聴取を行
う。

　平成２９年度子ども・子育て会議の開催状況については、「平成２９年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

3・2・1-18

千円

　平成２９年度養育支援訪問事業の状況については、「平成２９年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計
画）の進捗状況について、子ども・子育て会議において点検・評価を行っ
た。

　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児、家事援助を行うことにより、適切な養育の実施を
確保する。

＜事業成果＞
　専門的相談や育児、家事の援助を通じて、適切な養育ができるよう促し
た。

＜事業内容＞
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　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助や総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

事業内容及び成果

小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

3・2・1-21

千円

＜事業内容＞

　平成２９年度助産施設入所費用支弁状況については、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

3・2・2-1

千円

＜事業内容＞

　第４回子育てメッセこがねいや講演会・学習会を開催したことにより、参
加団体も増え、団体間の相互連携も深まった。また、協議会が作成・運営
している小金井子育て・子育ち支援サイト「のびのびーの」について、サイ
トリニューアルを行った。

助産施設入所措置に要
する経費 　保健上必要であるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受け

ることができない妊産婦に対して、分娩介助、前後の処置及び看護に係る
費用の負担を行う。

＜事業成果＞
　経済的な理由により、適切な分娩介助等が受けられない妊産婦が安心
して出産できるようになった。
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　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供、母子指導員による生活指導を行う。

＜事業成果＞

3・2・2-4

ひとり親家庭等医療費助
成事業に要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

千円

　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

　ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要な
サービスを行い、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の向上を図った。

＜事業内容＞
　就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を
営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホームヘル
パーを派遣し、生活の安定と福祉の向上を図る。

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業に要する
経費
3・2・6-1

＜事業内容＞

　平成２９年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「平成２
９年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　平成２９年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況について
は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

千円

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

　平成２９年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「平成２９年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり親家庭等に対し、医療費の
一部を助成する。

3・2・6-3

千円

＜事業成果＞
　医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄
与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図った。
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　保育室等保護者助成金を交付することにより、特定保育施設等認可施
設との利用者負担額の差を縮減し、児童の健全な育成に寄与する。
　なお、平成２９年度は補助単価を一律月額１０，０００円から就学前児童
のうち第一子目月額２０，０００円、第二子目月額３０，０００円、第三子以降
月額４０，０００円に増額した。

　保育室等保護者助成金の支弁状況は、｢平成２９年度事務報告書」内事
務実績の｢保育課｣を参照

3・2・1-8

3・2・1-10

＜事業成果＞
　民間保育所運営費等の補助により、保育内容の充実及び児童の処遇
改善に寄与し、保育の需要に応えることができた。また、市民の多様な
ニーズに対応し、保育サービスの向上を図る取組に係る費用を補助する
ことにより、保育の需要に応え、児童福祉の増進を図ることができた。

千円

保育室等保護者助成に
要する経費

＜事業内容＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課 ＜事業内容＞
民間保育所助成に要する
経費

　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。

　保育室、家庭福祉員、認証保育所に在籍する児童の保護者に助成金を
交付する。

＜事業成果＞

　保育所運営費支弁状況は、｢平成２９年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照

千円
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＜事業成果＞
　多様なニーズに対応できるよう、認可外保育施設が特色をいかした独自
の取組を行い、保育の需要に応え、児童福祉の増進を図ることができた。
　施設職員の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育の質の向上
に寄与することができた。

　私立幼稚園等園児保護者補助金等を交付することにより、幼児教育を
受ける児童の保護者の経済的な負担を軽減し、もって幼児教育の機会の
増進に寄与した。
　なお、平成２９年度は私立幼稚園等園児保護者補助金について、補助
単価を一律月額２，０００円増額した。

　私立幼稚園に在籍する児童の保護者等に対して補助を行う。

事業内容及び成果

＜事業成果＞

　市民の多様なニーズや認可外保育施設独自の取組の支援、施設職員
の処遇改善に係る費用を補助することにより、保育内容の充実及び児童
福祉の増進を図る。

千円

千円

3・2・1-23

3・2・1-24

認可外保育施設助成に
要する経費

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

私立幼稚園補助金に要
する経費

＜事業内容＞
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＜事業成果＞
　保育所等が保育従事職員用に借上げた宿舎に係る建物賃借料等の費
用の一部を補助することにより、保育従事職員の人材確保及び離職防止
を図ることができた。

　待機児童の解消に向けて、特定保育施設及び小規模保育事業所を新
設又は定員を増員するための改修等に要する経費を補助する。

＜事業成果＞
　平成２９年１０月に特定保育施設（定員１００人）を開設し、平成３０年４月
に特定保育施設３園（定員９０人、定員６０人及び定員４０人）及び小規模
保育施設１園（定員１９人）を開設した。また、特定保育施設１園の定員を
１０７人から１１８人に拡充した。

保育施設開設及び改修
に要する経費

＜事業内容＞

3・2・1-28

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

保育従事職員宿舎借上
支援事業に要する経費

＜事業内容＞
　保育従事職員用の宿舎の借上げを行う保育所等に対して、建物賃借料
等の費用の一部を補助する。3・2・1-26

千円
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決　算　額

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、特定保育・教育施設、特定地域
型保育施設に入所した乳幼児について、施設における入所に係る費用を
支弁する。

＜事業成果＞
　保育を受けている児童の処遇向上及び保育所の運営を充実することに
より、児童の健全育成を図ることができた。また、施設職員の賃金改善に
係る取組を充実することにより、人材の確保及び保育の質の向上に寄与
し、児童福祉の増進を図ることができた。
　定期利用保育事業等を実施する民間保育所に事業費の一部を補助す
ることにより、保護者の就労形態に応じた保育事業に対応することができ
た。

　保育所運営費支弁状況は、｢平成２９年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

民間保育所等運営に要
する経費

＜事業内容＞

3・2・2-2
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決　算　額

　本町児童館集会室（２階）を改修し、ほんちょう第二学童保育所（暫定）と
して整備。２学期から学童保育を開始した。また、学童保育所として利用し
ない時間帯については児童館集会室として利用する併用室とした。

＜事業成果＞
千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

児童青少年課 ＜事業内容＞
児童館維持管理に要する
経費
3・2・3-2

　ほんちょう学童保育所分所機能を、本町児童館２階に移転することに伴
う本町児童館の改修工事を実施する。

改修後の児童館集会室兼学童保育所育成室
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決　算　額

都市計画課関係経費

都市計画課関係経費

　本事業は、平成２９年４月１日に東京都と本市で締結した基本協定書及び
用地取得委託協定書に基づく東京都からの委託事業である。
　整備対象は、都市計画道路３・４・３号線及び都市計画道路３・４・１号線で
ある。
　この事業の目的は、都道１３４号線の前原坂上交差点の東約２０ｍから東
へ幅員１６ｍ、延長約４７５ｍ区間（都市計画道路３・４・３号線）及び東町四
丁目西交差点を中心とした幅員１６ｍ、延長約２５０ｍ区間（都市計画道路
３・４・１号線）の道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化や地域住民の交
通安全及び防災機能の向上を図るものである。

＜事業成果＞
　（都市計画道路３・４・１号線）平成２９年度は、第２工区の５９．５９㎡及び第
３工区の５５．７７㎡の用地を取得し、用地取得率は８３％となった。

＜特記事項＞
　基本協定における整備期間
　平成１９年度から平成３１年度までの１３か年

　基本協定における整備期間

＜事業内容＞
　主要地方道１５号線整備

＜事業成果＞
　用地総面積約２０８㎡のうち、平成２９年度は約０．７０㎡の用地を取得し、
用地取得率は約９８％となった。

 　この事業の目的は、主要地方道１５号線（都市計画道路３・４・１４号線）の
ＪＲ中央本線の武蔵小金井駅から前原坂上交差点手前までを幅員１６ｍ延
長約２６０ｍ区間の道路拡幅整備を行い、再開発事業及び前原坂上交差点
改良工事と併せて駅前広場や都道交通の円滑化や地域住民の交通安全
及び防災機能の向上を図るものである。

千円

　本事業は、平成１９年１０月２６日に東京都と本市で締結した基本協定書、
用地取得委託協定書、設計・調査委託業務等協定書及び工事等委託業務
協定書に基づく東京都からの委託事業である。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

都市計画課
都道１３４号線整備に要す
る経費

＜事業内容＞
　都道１３４号線整備（第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業）

8・2・3-2（1）

千円

＜特記事項＞

8・2・3-3（1）

主要地方道１５号線整備
に要する経費

　平成２９年度から平成３８年度までの１０か年
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決　算　額

都市計画課関係経費

都市計画課関係経費

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・８号線整備

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

　本事業は、平成５年度から国及び東京都の補助金を基に平成３３年度の
供用開始に向けて、事業区間を３期に分けて進めている。

事業内容及び成果

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費

＜事業内容＞

都市計画道路３・４・８号線
整備に要する経費

　当該道路は、東小金井駅の東に位置し、南北に通じる幅員１６ｍの都市
計画道路である。事業区間を２期に分けて整備を進めており、第１期事業区
間は、北大通りから東小金井駅北口土地区画整理事業区域までの延長約
２７２ｍ、第２期事業区間は、東小金井駅北口土地区画整理事業区域南側
から富士見通りまでの延長約１０８ｍである。これを整備することにより、交通
の円滑化や地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

8・4・3-2（1）

千円

　平成２９年度は、用地総面積約３，２９４㎡のうち、土地開発公社で先行取
得した３画地６．０９㎡を取得し、用地取得率は約４％となった。

　第３期事業区間は、JR中央本線の北約６０ｍから市道第１号線までの延長
約４３０ｍ、総面積４，１３３.６６㎡であり、平成２８年度には未買収となってい
た区画３７４．３８㎡について、東京都収用委員会において収用裁決がなさ
れた。
　平成２９年度は、６月に所有権移転登記が完了、７月に事業用地の明け渡
しを受けたため、全事業用地の取得が完了した。

　都市計画道路３・４・１２号線整備
　当該道路は、市の中央に位置し、駅前を通過せずに南北に通ずる幅員１
６ｍの都市計画道路であり、これを整備することにより、南北交通の円滑化
や地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図るものである。

8・4・3-1（2）

千円
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決　算　額

8・4・1-6

　小金井市市街地再開発事業補助金交付要綱等に基づき、市街地再開
発組合等に対する支援を行う。

＜事業成果＞
　平成２４年４月に武蔵小金井駅南口第２地区市街地再開発準備組合が
設立され、平成２６年８月には、武蔵小金井駅南口第２地区第一種市街地
再開発事業等に係る都市計画決定・告示を行った。平成２７年８月には、
東京都から組合設立認可の公告が行われ、武蔵小金井駅南口第２地区
市街地再開発組合が発足された。その後、平成２９年１月に東京都から権
利変換計画が認可され、同年７月には施設建築物工事が着工となった。
　今後、平成３２年５月の竣工に向けて引き続き支援を行い事業の推進を
図る。

8・4・1-9

　木造住宅の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修の実施を推進し、助
成を行った。また、相談窓口の設置と、無料簡易耐震診断を実施し、耐震
改修を促進した。

　平成２９年度耐震診断、耐震改修、耐震相談及び簡易耐震診断件数
は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「まちづくり推進課」を参照

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

まちづくり推進課 ＜事業内容＞

＜事業成果＞

市街地再開発等の事業
に要する経費

千円

木造住宅耐震助成に要
する経費

＜事業内容＞
　昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断及び耐震改修
に要する費用の一部を助成する。
　耐震改修相談窓口を設置し、耐震改修を促進する。
　無料簡易耐震診断を実施する。

千円
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＜事業成果＞
   市内の空家等について実態調査を実施し、空家等に関する施策を総
合的かつ計画的に推進するための基礎データの整備をした。

千円

　特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対し、個別に電話連絡等に
よる状況確認、制度の内容・期限についての説明等の普及啓発活動を行
い、耐震診断、耐震補強設計、耐震改修等の実施を促進し、助成を行っ
た。

　平成２９年度耐震化事業実施件数は、「平成２９年度事務報告書」内事
務実績の「まちづくり推進課」を参照

2・1・1-13
8・4・1-12

千円

   市内の空家等について実態調査を実施し、調査結果について情報を
一元管理できるデータベースを構築する。

＜事業成果＞

特定緊急輸送道路沿道
建築物耐震化助成に要
する経費
8・4・1-11

＜事業内容＞
　震災時における避難、緊急消火活動、緊急物資の輸送等を確保するた
め、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断、耐震補強設計、耐震改
修等の助成を行う。

空家等対策関連事業に
要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号
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決　算　額

　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。道路管理課関係経費

8・2・3-2（2）

千円

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）

　実績については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果

市道第３４５号線

8・2・3-1(1)

課　　　　名

道路管理課

道路管理課関係経費

道路新設改良に要する経
費

　路面下空洞調査及び経年等による劣化のため生じる道路舗装面の破損
や振動等を防止するため、舗装打ち換え等の補修を実施した。

千円

　実績については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

　生活道路を安全で快適に通行できるよう、道路の維持補修工事等を行
う。
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千円

小金井都市計画道路３・４・１２号多磨墓地小金井公園線（市道第１２号線）

道路管理課関係経費
8・2・3-3（2）

　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費
道路管理課関係経費
8・4・3-1（2）

千円

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・１２号線の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地
域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環
境の整備を図った。

　実績については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）

　実績については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「道路管理
課」を参照

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

主要地方道１５号線整備
に要する経費

＜事業内容＞
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決　算　額

　コミュニティバス運行事業は、市内の交通不便地域の解消を目的に、バス
事業者と協定を締結し、運行経費を補助することで実施する。

＜事業成果＞
　子どもから高齢者、障がい者等、誰もが利用しやすい日常的な移動手段
としてバスサービスを実施し、地域の活性化に努めた。

　平成２９年度ＣｏＣｏバス運行状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務
実績の「交通対策課」を参照

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

交通対策課 ＜事業内容＞
コミュニティバスに要する
経費
8・1・1-3

千円

街路灯維持管理に要する
経費

＜事業内容＞

8・2・5-1
　市民の街路灯設置要望等から危険と思われる箇所に街路灯を新設する。
また、既存街路灯のうちＬＥＤ化されていないものについて、一斉ＬＥＤ化を
行う。

＜事業成果＞
　街路灯の新設及び一斉ＬＥＤ化を行うことによって、地域における防犯機
能の強化や、エネルギー消費量及び電気料金等の削減を図った。

　平成２９年度街路灯設置及び補修状況は、「平成２９年度事務報告書」内
事務実績の「交通対策課」を参照

千円
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決　算　額

交通対策課関係経費
　交通安全を推進していく上で危険と思われる箇所に、道路反射鏡、区画
線、標識等を設置する。
　また、設置した箇所の取替え、補修等を行う。

千円

新設

8・2・6-1（2）

自転車対策に要する経費
8・2・6-3

9基

8・2・5-2

千円

事業内容及び成果

＜事業成果＞
　街路灯の電気料金を補助することにより、適正な維持管理が行われ、地
域住民の安全に寄与した。

交通安全施設整備に要す
る経費

＜事業内容＞

　平成２９年度街路灯電気料金は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績
の「交通対策課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

民有街路灯助成事業に要
する経費

＜事業内容＞
　４団体（町会、自治会等）が市内道路に設置し、所有している街路灯の電
気料金を補助する。

　自転車駐車場等の適正な管理・運営に努め、また、各放置自転車対策を
講じた結果、放置自転車の削減に寄与した。

＜事業成果＞

区画線 4,049.1ｍ

　交通安全施設の充実を図ることにより交通事故を防止し、市民生活の安
全に努めた。

区　分 内　　　　容 数　　量
道路反射鏡

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞
　自転車等駐車場の管理運営、整備等を行う。また、放置自転車対策で
は、自転車等の撤去、保管、監視及び整理を行い、利用秩序を啓発する。

ミストグリップ 53.8㎡
点滅鋲取替 1箇所

区画線等
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決　算　額

※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。

１　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
２　下水道管等の地下埋設工事や整地、道路築造工事及び駅前交通広
　場整備を行った。
３　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業に
　関する疑問や不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得るように
　努めた。

土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図

＜事業成果＞

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

区画整理課 ＜事業内容＞
土地区画整理事業に要
する経費
8・4・2‐1

　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。
計画的な都市基盤整備や土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の
地域中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区
画整理事業を行う。
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決　算　額

小金井第四小学校（屋上）

小金井第一小学校非構造部材改修工事ほか１１件の改修工事等を行う。学校施設整備に要する経
費
10・2・4-1

工事請負費
＜事業成果＞

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

庶務課 ＜事業内容＞

（単位：円）
小金井第一小学校非構造部材改修工事
小金井第二小学校非構造部材改修工事
小金井第三小学校非構造部材改修工事

本町小学校非構造部材改修工事
小金井第二小学校トイレ改修工事
小金井第四小学校プール循環ろ過設備改修工事

前原小学校非構造部材改修工事

小金井第四小学校屋上防水等改修工事
小金井第四小学校給食室防火区画改修工事
前原小学校給食用リフト改修工事
本町小学校給食用リフト改修工事
本町小学校給食機器設置に伴う設備工事

合計
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決　算　額

東中学校廊下改修工事

10・2・4-2

千円

事業内容及び成果

＜事業成果＞

＜事業成果＞

学校施設整備に要する経
費

＜事業内容＞

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

学校施設維持管理に要
する経費

＜事業内容＞
小学校に特別支援教室を設置するため、教室の修繕を行う。

東中学校非構造部材改修工事

小金井第一中学校非構造部材改修工事
小金井第二中学校非構造部材改修工事

10・3・4-1

修繕料 （単位：円）

工事請負費 （単位：円）
小金井第一中学校トイレ改修工事

南中学校給食用リフト改修工事
合計

小金井第一小学校（特別支援教室）

小学校教室内装修繕
合計

小金井第一中学校トイレ改修工事ほか５件の改修工事を行う。
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決　算　額

学務課関係経費

学務課関係経費

学務課関係経費

教育振興に要する経費
10・3・2-1(1)

千円

タブレット型コンピュータ

＜事業成果＞
　インターネットを用いたＷｅｂ検索、教材アプリケーションにより、幅広い情
報収集や視覚的な教材の授業への反映が可能となった。「確かな学力」
の育成、分かりやすい授業、児童・生徒の主体的・協働的な学びの実現
に向け、ＩＣＴ機器の効果が期待できる。

＜事業成果＞

千円

教育振興に要する経費
10・2・2-1(1)

＜事業内容＞
　次期学習指導要領実施に向けて、ＩＣＴ機器（タブレット型コンピュータ）
の導入や普通教室に無線LANを整備する。

千円

緑小学校

　緑小学校の通学路上において、新たに１台の防犯カメラを設置した。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

学務課 ＜事業内容＞
　緑小学校の通学路に防犯カメラを設置する。学校運営に要する経費

10・2・1-2(2)
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決　算　額

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

学校給食に要する経費
10・2・3-3

＜事業内容＞
　給食用強化磁器食器、食器洗浄機、食器消毒保管庫、オーブン等を購
入する。

事業内容及び成果

本町小学校給食室

＜事業成果＞
　小金井第三小学校に食器消毒保管庫を購入し、本町小学校に強化磁
器食器、炊飯器、食器消毒保管庫、食器洗浄機、スチームコンベクション
オーブン等を購入した。
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決　算　額

10・1・3-2

10・1・3-4

10・1・3-5

10・1・3-6

　学習指導法の向上を図るとともに教育活動の一層の充実を図ることがで
きた。小金井教育の日にて、研究成果の共有及び健全育成についての
意識啓発を行った。

研究奨励校：　小金井第三小学校、緑中学校
校内研究　 ：　市立小・中学校全校

千円

教員研究指導に要する経
費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

指導室
教員研究研修に要する経
費
10・1・3-1

＜事業成果＞

海の移動教室に要する経
費 　自然環境に恵まれた海や山において、学校で学んだ社会科や理科の

発展的・体験的学習と、宿泊を伴う集団生活を体験してもらう。また、日本
の古来からある建造物や文化等に触れ、学習する。

千円

＜事業成果＞
山の移動教室に要する経
費

　自然の中や古都の街において、日常では得ることのできない学習や体
験活動を通して、理解を深めるとともに、集団生活の中で協調性や自律心
を養うことができた。また、児童・生徒の健康増進を図ることができた。

＜事業内容＞
　研究主題を設定し、学習指導法の研究を行い、公開授業を通して研究
を発表する。研究奨励校においては、研究の成果を研究紀要にまとめる。
また、教員研修会、市教育研究会も実施する。

１　児童・生徒、保護者や教員を対象とした学校教育相談の一環として、
　専門的知識、経験を有するスクールカウンセラーを各小・中学校に配置
　する。

２　虐待やいじめ・不登校の未然防止及び特別な支援を必要とする児童・
　生徒を取り巻く環境の改善を図るため、スクールソーシャルワーカーを配
　置する。

＜事業成果＞
１　児童・生徒、保護者や教員の相談に応じる体制の充実を図ることがで
　きた。

２　特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ、ま
　た、子ども家庭支援センター等関係機関とのネットワークの構築、連携
　をとることができた。

＜事業内容＞

千円

特別支援学級移動教室
に要する経費

千円
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決　算　額

10・1・3-11

語学指導に要する経費

千円

千円

海の移動教室＜勝浦漁港にて水揚げを見学する様子＞

南中

活動部数

事業内容及び成果

　英語教育の充実・発展を図ることができた。また、外国人転入生の学校
生活支援を行うことができた。

　平成２９年度実績内容は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の｢指
導室」を参照

中学校部活動に要する経
費

＜事業内容＞
　中学校の部活動を指導する外部指導員に対する謝礼等と対外試合等
に係る生徒の参加費等を補助する。

＜事業内容＞
10・1・3-12 　小学校の外国語活動及び中学校の英語科において、外国人英語指導

助手を導入し、英語教育を実施する。また、外国からの転入生が学校生
活を送る上での語学上の指導、援助を行う。

　部活動の振興と保護者負担の軽減を図ることができた。

＜事業成果＞

修学旅行に要する経費
10・1・3-8

千円

林間学校に要する経費
10・1・3-7

事　業　名
款・項・目-事業番号

区　分

千円
＜事業成果＞

一中 二中 東中 緑中

外部指導回数

コンピュータ教育指導に
要する経費

＜事業内容＞
　情報教育の充実のため、教員を対象とした研修会の実施や、コンピュー
タの取扱い能力の高いアドバイザーを教員に対する支援として活用する。10・1・3-14

千円

＜事業成果＞
　市立小・中学校全１４校に年間３０３時間の配置を行うことで、教員への
技術的支援を行うことができ、児童・生徒の情報活用能力の育成を図るこ
とができた。
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決　算　額

10・1・3-17

勇気と希望がわいてくる魔法の言葉集

事　業　名
款・項・目-事業番号

教育課題研究推進委員
会に要する経費

＜事業内容＞
　教員により構成される人権教育推進委員会において、人権教育に関す
る課題を取り上げ、各校での具体的な指導に活用できるよう、研修会を実
施する。また、平成２９年度は魔法の言葉集の冊子を発行する。

10・1・3-15

千円

連合作品展

＜事業成果＞

　「命」の大切さを教育テーマとして、児童・生徒、家族、教職員から「勇気
と希望がわいてくる魔法の言葉」を募集し、第１集から第３集まで発行した
が、新たに募集し、これまでに寄せられた言葉は全部で５２１となった。そ
の中から１００の言葉を選んで一冊にまとめた冊子を１万部作成し、市立
小・中学校の全児童・生徒、市内関係機関、市民を対象に配布した。

＜事業内容＞
　連合音楽会、合唱鑑賞教室、オーケストラ鑑賞教室、連合作品展等の
連合行事を実施する。

千円

＜事業成果＞

事業内容及び成果

 平成２９年度実施内容については、「平成２９年度事務報告書」内事務実
績の「指導室」を参照

千円

連合作品展に要する経費
10・1・3-16

音楽鑑賞教室に要する経
費 　小・中学校における情操教育の推進を図ることができた。
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10・1・3-20

　

小金井教育プラン学校施
策推進事業に要する経費

千円

＜事業成果＞
　地域の人材を活用したり、環境を生かした教育活動の推進、職場体験
や地域社会への貢献活動を中心とした学習など、各学校の独自の取組に
より、児童・生徒の学習活動の充実を図ることができた。

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞

10・1・3-18
　第２次明日の小金井教育プランに基づき、市立小・中学校の自主性と自
立性を尊重し、各校が教育プランの内容に沿った研究を推進することを支
援する。

小金井市学習支援制度
に要する経費

　各学校の学習指導、特別活動、クラブ活動など幅広い分野で地域の力
を生かし、教育活動の充実、向上を図ることができた。

　学校教育の多様な活動を支援するため、地域住民及び近隣市を含む大
学（院）生をボランティアとして募り、広く地域の教育力として活用を図る。
特に学生ボランティアの充実を図るため、平成２９年度からボランティア活
動に従事した学生に対し、図書カードの配布を行う。

＜事業内容＞

10・1・3-19

千円

＜事業成果＞

その他教育指導等に要
する経費

千円

＜事業内容＞
１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピック・パラリンピック教育（オリンピック・パラリンピックの精神、ス
　ポーツ、文化、環境）を市立小・中学校で展開することにより、児童・生徒
　の心身ともに健全な育成を図る。

２　授業・夏季水泳指導（介助員）
　　授業期間の水泳授業及び夏季休業中に学校プールを活用した水泳
　において、介助を要する児童・生徒を対象として水泳指導を実施する。

３　少人数指導等充実事業
　　小金井市学校教育推進検討委員会の答申を受け、基礎基本の確実
　な習得を目的に、小学校１学年の算数の指導に少人数指導を導入
　する。

４　学力向上外部人材活用事業
　　外部人材を活用した教育活動の充実を行い、児童・生徒の学力向上
　を図ることを目的とした学力向上事業を実施する。

５　学校図書館活動充実事業
　　市立小・中学校に司書の資格を有する学校図書館補助員を配置し、
　図書の整理、貸出し等日常業務のほか、選書援助、図書の紹介など
　の業務を委託することで、児童・生徒の読書活動の推進を図る。
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決　算　額

（単位：人）

千円

指導室関連教育施設に
要する経費

＜事業内容＞

10・1・3-21

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

夏季休業中 参加延べ人数 1日平均参加者

１　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　　オリンピアン等の講演、車いすバスケットボール体験、日本の伝統の
　体験、清掃活動への参加などを通して、児童・生徒の心身ともに健
　全な育成を図ることができた。またスポーツに関する用具の整備を行っ
　た。

２　授業・夏季水泳指導（介助員）
　　児童・生徒の安全の確保と、泳力の増進、心身の健全な育成を図る
　ことができた。

小学校

中学校

３　少人数指導等充実事業
　　学習理解の状況に応じて、きめ細かい指導を行うことができ、基礎的・
　基本的な学力の定着と向上を図ることができた。

４　学力向上外部人材活用事業
　　外部人材を活用することにより、個に応じた支援がより充実され、個々
　の基礎・基本の定着を図ることが可能となり、学力向上が図ることがで
　きた。

５　学校図書館活動充実事業
　　図書の整備、選書援助、図書紹介等の学校図書館活動を行うことによ
　り、児童・生徒への読書活動の推進を図ることができた。

＜事業成果＞
１　教育相談所
　　平成２９年度相談件数等については、「平成２９年度事務報告書」内事
　務実績の「指導室」を参照

１　教育相談所
　　児童・生徒及び保護者を対象とし、電話・面接等による教育相談を実
　施し、支援を行う。

２　教職員研修センター
　　教職員のための研究・研修・相談等の実施、教育に関する資料の
　整備・保管や教科書センターとしての機能をもつ拠点として活用する。

３　もくせい教室
　　心的要因等により登校できない児童・生徒に対して、実態に応じて、個
　別、集団、訪問の指導形態をとりながら、適切な指導及び援助を行う。
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決　算　額

10・1・3-22
千円

10・1・3-23
千円

　

＜事業成果＞
　調査・研究を行い、その結果を基に指導計画や指導方法の工夫・改善
を図ることができた。学校運営に反映させるとともに、取組状況を研究発表
会を通じて公開した。

学力向上推進指定校：小金井第四小学校、南小学校

事業内容及び成果

２　教職員研修センター
　　教員の資質の向上のために活用を図ることができた。
　　平成２９年度研修会開催状況については、｢平成２９年度事務報告書」
　内事務実績の「指導室」を参照

３　もくせい教室
　　児童・生徒の実態に応じ、学習活動、体験活動、相談活動などを
　行い、支援を行った。

学力向上プランに要する
経費

＜事業内容＞
　学力の向上を図るため、市内の小・中学校から学力向上推進指定校を
選定し、研究を委託する。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

10・1・3-25

千円

　養護教諭事務補助員及び訪問支援員の配置をするとともに、スクール
ソーシャルワーカー、医師等と連携をすることで個々の状況に応じた支援
を行うことができた。

　各校において、特別支援教育に必要な知識や情報を共有するとともに、
専門家チームによる巡回相談を通して、個別のケースに応じた支援を行う
ことができた。

不登校児童・生徒支援モ
デル事業に要する経費

＜事業内容＞
　東京都からの指定を受け、福祉や医療などの様々な関係機関や専門家
と連携し、不登校の児童・生徒やその保護者を支援するとともに、個々の
児童・生徒の状態に応じて計画的に支援していくための体制づくりを推進
するためのモデル事業を行う。（平成２８・２９年度の２年間のモデル事業）

事　業　名
款・項・目-事業番号

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞
　特別支援教育の充実を図るため、特別支援学級への人員の配置や、教
員を対象とした専門研修会を行う。また、医師を含む専門家チームによる
巡回相談を行う。
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決　算　額

10･4･1-6

10･4･1-4

＜事業成果＞

千円

交付金

　青少年のために、科学の魅力が体験できる機会を提供するため、「青少
年のための科学の祭典」を実施する。

　小金井市史編さん大綱に基づき、市史編さん委員会の下、現代・近代・
近世・考古の４つの専門部会ごとに市史刊行に向けた専門的な調査研究
を行う。

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

生涯学習課 ＜事業内容＞

　平成２９年度来場者数、出展ブース数等については、「平成２９年度事務
報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

市史編さん活動に要する
経費

千円

＜事業成果＞

　　　　　500千円

　現代・近代・近世・考古各専門部会での資料調査及び小金井市史通史
編の発行に向けた原稿執筆や、市史編さん資料第５７編梶野新田梶野家
文書（二）の発行により市史編さん事業が進展した。

　平成２９年度活動報告の詳細は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

青少年育成事業に要す
る経費

＜事業内容＞

　小・中・高・専門学校・大学・研究機関と、地域経済を支える団体との協働
により実施した。わかりやすい実験を通して、身近にある科学の楽しさ、発
見の喜びを青少年に体験してもらった。
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決　算　額

10･4･4-2

10･4･4-5（1）

＜事業内容＞
　文化財説明板の設置、史跡めぐり実施。また、武蔵小金井駅南口第二地
区市街地再開発事業に伴う遺跡発掘調査の実施期間中に、(仮称)本町六
丁目遺跡見学会を下記のとおり開催する。
①一般市民対象遺跡見学会　平成２９年６月１０日（土）・７月１７日（月・祝）
②学校対象遺跡見学会　平成２９年６月１日（木）・６日（火）・７日（水）

遺跡見学会の様子

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課後
子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業(放課後子ども教室)」と
「放課後児童健全育成事業(学童保育)」の２事業を一体的あるいは連携し
て実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後や週末等に小学校
の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方や保護者の参画を得て、子ど
もたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交流し、心豊かで
健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子どもの居場所づくり
を実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

＜事業成果＞
ボランティア 有償スタッフ

840回
実施回数 参加者

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会を開催し、「玉川上水・小金井
桜整備活用計画」の今後の方針に向けて検討することができた。市民説明
会の開催により、地域住民に広く事業内容を周知するとともに、名勝小金
井（サクラ）の歴史や整備計画についての理解を深めてもらうことができた。

3,840人

　遺跡見学会では、旧石器時代や縄文時代をはじめ、江戸時代、戦時中
等の新旧様々な時代の痕跡に触れることができ、市民が郷土に対する理
解を深める機会となった。参加者総数　３，２１８人

千円

33,515人

　平成２９年度活動状況の詳細は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

名勝小金井（サクラ）復活
プロジェクトに要する経費
生涯学習課関係経費

文化財の保護・調査・啓
発活動に要する経費

千円

千円

295人

10･4･1-9

　玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会を３回開催。「玉川上水・小金
井桜整備活用計画」に基づき、関係機関・市民と協働で史跡玉川上水及
び名勝小金井（サクラ）のよりよい整備活用を図る。

＜事業内容＞

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

放課後子どもプラン事業
に要する経費
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決　算　額

10・5・1-2

10・5・1-3

10・4・5-1

千円

　少年自然の家（小金井市立清里山荘）は、恵まれた自然環境の中で、心
身ともに健全な少年の育成を図るとともに、市民の保養所として開設されて
いる。平成１８年９月から指定管理者制度を導入し運営している。

　平成２９年度活動状況の詳細は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

　小金井市立小学校の林間学校として利用されたほか、青少年の育成に
関する事業として、農業体験、天体観測等も行われた。また、非常用照明
の交換工事を行った。

少年自然の家　外観

＜事業内容＞

少年自然の家　研修室

事業内容及び成果

＜事業成果＞

＜事業成果＞

１　各種スポーツ教室等の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュー
　スポーツの技術を習得、普及する。
２　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
　る。

＜事業成果＞

市民体育祭に要する経
費

　平成２９年７月から平成３０年３月までの間２７種目延べ７，０７８人の参加
があった。

　市民体育祭の詳細については、「平成２９年度事務報告書」内事務実績
の「生涯学習課」を参照

千円

　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む２７団体が大会を実施する。

＜事業内容＞

＜事業内容＞少年自然の家維持管理
に要する経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

千円

スポーツ推進委員に要す
る経費

　スポーツ推進委員定例会９回、研修会１６回及びニュースポーツ出前教
室９回を実施。また、「スポーツ推進委員協議会だより」を２回発行した。

　平成２９年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容について
は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照
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決　算　額

　スポーツの普及、健康増進、地域の交流を図ることを目的に各種スポー
ツ教室、各種大会を開催する。10・5・1-4

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

＜事業内容＞

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

千円

＜事業成果＞

「走り方教室」の様子 野川駅伝大会の様子

＜事業内容＞
　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供し
ている。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜
間開放事業を実施している。また、平成１６年１１月から総合体育館におい
て学校週五日制対応事業として毎週土曜日に小・中学生を対象とした土
曜スポーツクラブ（スポーツ教室）及びプール無料開放を実施し、さらに平
成１８年１月から栗山公園健康運動センターにおいてもプール無料開放を
実施している。

10・5・1-5

千円

＜事業成果＞

スポーツ開放・学校開放
に要する経費

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種目
を指定し、実施した。利用者については、一中クラブハウス開放の利用者
が減少し、延べ１８，５１６人（前年度比１，０３８人減）となった。

　平成２９年度スポーツ開放校利用者数等は、「平成２９年度事務報告書」
内事務実績の「生涯学習課」を参照

　シニアスポーツフェスティバル（１５種目）をはじめ、市民スポーツレクリ
エーションの集い、野川駅伝大会、各種スポーツ教室（１３種目）のほか、
各種大会選手派遣事業（３大会）を実施した。このことにより、小学生から中
高年齢者に至るまで延べ４，８７３人（前年度比３１人減）の参加があった。
　野川駅伝大会事業の一環として、小学生を対象に、オリンピアンを招い
た「走り方教室」を新規に開催した（９５人）。スポーツの普及啓発と東京２０
２０オリンピック・パラリンピックの気運醸成に繋がった。

　平成２９年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「平成２９年度事
務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照
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決　算　額

10･5･1-8

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

　車いすテニス普及啓発事業として、トップアスリートによるプレーの観覧や
車イステニスの体験、講演会を開催した（７２人）。パラパワーリフティング普
及啓発事業として、競技者を招いた競技の普及啓発や体験イベントを実施
した（１２８人）。
　障がい者スポーツの普及啓発と東京２０２０オリンピック・パラリンピックの
気運醸成に繋がった。

車いすテニス体験会の様子 パラパワーリフティング
体験会の様子

２０２０年東京オリンピック・
パラリンピック推進に要す
る経費

＜事業内容＞

千円
＜事業成果＞

　総合グラウンド２面（延べ３５，８６３人）及びテニスコート２面（延べ９，２５５
人）並びに一中テニスコート２面（延べ１，３６２人）の貸出しを行った。
　また、テニスコート２面、一中テニスコート２面について、クレーコートの整
地やラインテープ張り等の整備を行った。
　
　利用状況については「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「生涯学
習課」を参照

負担金・補助金 ＜事業内容＞
10・5・1-6 　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄

金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。
千円

＜事業成果＞
　（公財）小金井市体育協会は、３６団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たした。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体で、市民の生涯ス
ポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を行っ
た。

上水公園運動施設等維
持管理に要する経費

＜事業内容＞
　上水公園運動施設等を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、
活動の場の確保及び環境の整備を行う。10・5・2-1

千円
＜事業成果＞

　東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向けて、障がい者スポーツの普及
啓発を目的とした車いすテニス普及啓発事業やパラパワーリフティング普及
啓発事業を実施する。
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決　算　額

10・5・2-2

小金井市総合体育館

＜事業内容＞

＜事業成果＞

千円

事業内容及び成果

事　業　名
款・項・目-事業番号

総合体育館維持管理に
要する経費

＜事業内容＞
　総合体育館を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、活動の場
の確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管
理者によるものとする。

　総合体育館の各施設を一般開放（個人・団体）及び各種大会に貸出しを
行った（延べ３２１，７２９人）。
　また、指定管理者の自主事業として、「夏祭り」、「健康フェスタ２０１７」、
「煩悩スイム」、「スポーツまつり」等のイベントを行った。

　平成２９年度利用状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

　健康運動センター内の各施設を一般開放（個人・団体）に貸出しを行っ
た（延べ１１８，１０８人）。
　また、指定管理者の自主事業として、「栗山体験フェスタ」等のイベントを
行った。

　平成２９年度利用状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

10・5・2-4

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

千円
＜事業成果＞
　テニスコート（市内延べ４３，１８２人、市外延べ２，５７４人）の貸出しを行っ
た。

　平成２９年度利用状況は、「平成２９年度事務報告書」内事務実績の「生
涯学習課」を参照

　栗山公園健康運動センターを市民のスポーツ等の使用に供し、活動の
確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管理
者によるものとする。

小金井市テニスコート場
維持管理に要する経費 　テニスコート場を市民のスポーツの使用に供し、活動の場の確保及び環

境の整備を行う。10・5・2-3

栗山公園健康運動セン
ター維持管理に要する経
費
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決　算　額

受入冊数 （単位：冊）

蔵　書　数 （単位：冊）

貸出総数 （単位：冊）

登録者数 （単位：人）

※登録者数は、平成２９年度から長期未使用者を除いた人数

　各種講習会、各種催し、障がい者サービス実績数は、「平成２９年度事
務報告書」内の「図書館」を参照

一   般 児　　童 合　　計

一　　般 児　　童 合　　計

合　　計
一般書
児童書

　利用者に資料等の提供をすることで、調べ物や勉学・教養を高めるなど
生涯学習の支援を行う。また、おはなし会等の行事を行い、子どもが本に
親しむ機会の提供及び本の利用に当たり障がいのある方に対する支援
サービスを行う。

千円

購　入 寄　贈

一般書 児童書 合　　計

図書館維持管理に要する
経費

＜事業内容＞

10・4・3-2

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

図書館 ＜事業内容＞
図書館事業に要する経費
10・4・3-1

＜事業成果＞

千円

１　児童を対象に、おはなし会やおたのしみ会等の行事を通じて、図書
　館に親しんでもらい、本の楽しさ面白さを実感してもらった。インター
　ネットを利用した予約システム、蔵書検索機能等を充実させ、図書館
　サービスの充実を図った。

２　児童向けおはなし会講座を実施することにより、おはなし会
　ボランティアを育成し、児童サービスの充実を図った。

３　大学図書館との連携を深め、図書館サービスの充実を図った。

４　デイジー図書を作成し、障がい者サービスの充実を図った。

　市民が利用しやすい図書館運営、建物維持管理を行う。

＜事業成果＞
　図書館本館空調設備改修工事
　図書館本館昇降機修繕
　空調設備改修により、夏季・冬季に来館者により快適な読書空間を提供
できるようになり、同時に光熱水費の削減にも繋げることができた。
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決　算　額

２６千円

・ユーチューブ　　
延べ視聴者数　３１，９９７回
延べ視聴時間　５，９７０時間

２６４千円

延べ ３２２，３００部

＜事業成果＞
１　平成２９年度　５回発行（定例会４回、臨時会１回）

千円
　会、臨時会の審議内容及び経過等を掲載し、（社）小金井市シルバー
　人材センターに委託し全戸へ配布する。また、ホームページへの掲
　載を行うほか、閲覧用アプリを通じて、スマートフォン等へ配信する。

２　声の議会だより

課　　　　名

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

議会事務局

1・1・1-4

議会事務に要する経費

１　日曜議会傍聴者数　３１人

　　市民に議会活動の理解と認識を深めていただくために、市議会定例

1・1・1-3

　容を小金井市対面朗読の会の協力によりカセットテープ、ＣＤ及びデイ
　ジーＣＤに吹き込み、希望者に無料で配布する。また、ホームページに

　　視覚障がい者を対象に、こがねい市議会だより発行の都度、その全内

＜事業内容＞

５，３０６千円 

延べ　４６本
２　平成２９年度　５回発行（定例会４回、臨時会１回）

　聴覚障がい者を対象に、小金井市登録手話通訳者連絡会の協力により
千円

１　こがねい市議会だより
議会広報及び会議録に要
する経費

＜事業内容＞

２２千円 

　　インターネットを活用し、市議会の模様を中継及び録画配信する。
２　市議会インターネット中継及び録画配信

１　議会傍聴者手話通訳
　　平成３０年第１回定例会で日曜議会（平成３０年２月２５日）を開催し、

　手話通訳を実施する。

＜事業成果＞

２　期間　平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

  て音声データを掲載する。
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決　算　額

小選挙区選出議員選挙

比例代表選出議員選挙

最高裁判所裁判官国民審査
当日有権者数(人) 投票者数(人) 投票率(%)

男 女 男 女 計 男

衆議院議員選挙啓発に
要する経費
2・4・6-1

女 計

当日有権者数(人)

計

投票者数(人) 投票率(%)

男 女 計 男 女 計 計

女 計 男 女 計 女 計

＜事業成果＞

千円

男

当日有権者数(人) 投票者数(人) 投票率(%)

男

男 女

女 計 男 女 計2・4・4-1
当日有権者数(人) 投票者数(人) 投票率(%)

千円

男 女 計 男

＜事業成果＞

千円

衆議院議員選挙に要する
経費

＜事業内容＞

千円

都議会議員選挙啓発に
要する経費

2・4・5-1
　衆議院の解散に伴い、平成２９年１０月２２日投票、即日開票を行う。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

選挙管理委員会事務局 ＜事業内容＞
　東京都議会議員任期満了に伴い、平成２９年７月２日投票、即日開票を
行う。

都議会議員選挙に要する
経費
2・4・3-1
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国民健康保険特別会計
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平成２９年度小金井市国民健康保険特別会計決算概要

国民健康保険制度は、被用者保険制度とともに、今日の国民皆保険制度を支える

医療保険制度の基盤として、地域住民への医療の提供と健康の保持増進に寄与する重

要な役割を果たしています。

近年、我が国の医療費は、高齢化の進展や疾病構造の変化、また、医療技術の高

度化等により、年々増大しています。国民健康保険には、高齢者や低所得者の多くを

被保険者として抱えるという構造的な特徴があります。本市の国民健康保険において

は、被保険者数は減少していますが、前期高齢者の割合が増加し、被保険者一人当た

りの保険給付費が増加するなど、厳しい財政運営が続いており、国保財政の健全化が

課題となっています。

そのため、本市では、保健事業の拡充を進め、医療費の適正化に努めるとともに

国民健康保険税の徴収に力を入れるなど、国保財政の健全化に努めました。その結果、

平成２８年度に引き続き、実質収支が黒字となり、財政的な調整機能を果たす市の基

金に元金積立をすることができました。

本市の状況ですが、はじめに、年間平均被保険者数は２万４，５８２人で、これ

を前年度と比較すると、１，１５４人の減となりました。内訳は、一般被保険者が

８５４人の減、退職被保険者等は３００人の減で、前年度に引き続いての減少です。

予算規模は、当初予算１２３億５，８７３万６千円に４回の補正予算５４６万１千

円を加え、予算総額は１２３億６，４１９万７千円となりました。これに対する決算

額は、歳入総額が１１５億８，４２２万１千円で前年度対比５．５％の減、歳出総額

が１１４億１，６９０万８千円で前年度対比６．４％の減となりました。この結果、

歳入歳出差引となる形式収支は、１億６，７３１万３千円で、翌年度への繰越財源が

ないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 国民健康保険税は、収入額が、２６億４，９０２万２千円で前年度対比３．

３％の減になりました。減額の主な要因は、被保険者数の減によるところです。

収入率（純収入額ベース）は、現年課税分が９６．８％で前年度を１．６ポ

イント上回りました。また、滞納繰越分は４５．９％と前年度を７．７ポイント上回

り、全体では８９．４％で前年度対比４．１ポイントの増となりました。

国民健康保険税の徴収業務は、納税課において、市税と統合して徴収業務を実

施することにより、体制の強化を図り、滞納者との折衝の機会を増やし、早期滞

納解消に努めました。
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その結果、収入率を大幅に向上させることができました。また、未収入額を３

割以上減少させることができました。多摩２６市での収入率（収入済額ベース）

比較では、現年課税分が第３位、滞納繰越分が第２位で、これらを合わせた合計

収入率では第３位となりました。

② 国庫支出金は、２２億５，５８３万５千円で前年度対比５．５％の増となりま

した。療養給付費等負担金は２０億３，７７８万７千円で前年度対比４．７％の

増、財政調整交付金は１億２，４５６万３千円と前年度対比２３．２％の増

となりました。普通調整交付金が１，１１７万６千円、特別調整交付金が１，

２２４万１千円の増となったことによるものです。

③ 療養給付費等交付金は、９，８１８万９千円で前年度対比５０．３％の大幅減

となりました。これは、退職被保険者数が減少していることによるものです。

④ 前期高齢者交付金は、前期高齢者の加入割合が高い保険者に負担調整を目的と

して交付されることになった交付金で、本年度は２０億７，４３０万７千円交付さ

れ、前年度対比５．３％の減となりました。

⑤ 都支出金は、８億６，７１２万６千円で前年度対比８．９％の増となりました。

高額医療費共同事業負担金が６，８３５万５千円で対前年度比５．３％の減とな

りましたが、国民健康保険事業都費補助金が１億９，１００万３千円で前年度対

比７３．８％の増となったことによるものです。

⑥ 共同事業交付金は、２６億９，６９０万７千円で前年度対比２．２％の減とな

りました。

⑦ 繰入金は８億１，４５０万８千円で前年度対比６．４％の減となりました。保

険者支援分などの保険基盤安定繰入金が前年度対比１．３％の減、職員給与費等

繰入金が１．５％の増、出産数が減少したことに伴い出産育児一時金繰入金が１

０．６％の減、赤字補填財源にあたる「その他一般会計繰入金」が１６．７％の

減となったことによるものです。

⑧ 繰越金は、５，３０３万３千円で、前年度対比８９．３％の減となりました。

⑨ 諸収入は、７，５２４万４千円で前年度対比１１．８％の増となりました。国

民健康保険税の延滞金が１６．７％の増、第三者納付金が６２．４％の減などに

よるものです。

次に歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は、１億７，２００万５千円で前年度対比５．９％の増となりました。

この主な要因は、保険証の一斉更新実施年度（隔年）となり、経費が増となっ

たことによるものです。

② 保険給付費は、６４億１，７７６万７千円で前年度対比３．６％の減となりま

した。内訳では、療養諸費が５６億４，９６７万７千円で前年度対比３．１％の
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減、高額療養費が７億１，８２３万３千円で対前年度比６．７％の減、出産育児

諸費が３，５２０万４千円で前年度対比１３．９％の減となりました。

③ 後期高齢者支援金等は、後期高齢者医療制度の支援を目的とした経費で、１３

億８，７００万２千円で、前年度対比３．３％の減となりました。

④ 前期高齢者納付金等は、前期高齢者に係る負担調整を目的とした経費で、５０

３万７千円で、前年度対比３７６．５％の増となりました。

⑤ 老人保健拠出金は、２万６千円で事務費のみの拠出金となりました。

⑥ 介護納付金は、介護保険第２号被保険者の保険料相当に係る経費で、５億６，

９３６万３千円で前年度対比２．２％の減となりました。介護保険第２号被保険

者数が減少していることによるものです。

⑦ 共同事業拠出金は、２６億７，１６０万７千円で前年度対比２．９％の減とな

りました。

⑧ 保健事業費は、１億４６０万１千円で前年度対比１．５％の減となりました。

特定健康診査等の事業の継続実施のほか、データヘルス計画、特定健康診査等実

施計画を改定しました。

⑨ 基金積立金は、５３１万７千円で、前年度対比８９．３％の減となりました。

金額は小さくなりましたが元金積立を行うことができました。

⑩  諸支出金は、８，４１８万３千円で前年度対比８１．６％の減となりまし

た。この主な要因は、国民健康保険税の還付金や交付金等の返還金が増額と

なった一方、前年度の一般会計繰出金が今年度は皆減となったことによるも

のです。

平成３０年度から、国民健康保険制度は、都道府県が市区町村とともに、国民健

康保険の保険者となりました。都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政

運営や効率的な事業の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、市区町村は地域住民

との身近な関係の中、資格管理、保険給付、税率の決定、賦課・徴収、保健事業等、

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととなります。大規模な制度改正とな

りますが、国や都の動向を注視し、財政構造の変化による影響に適切に対処していく

とともに、改善しつつある財政運営を継続させ、更に安定させるよう努め、国民皆保

険制度の根幹をなす国民健康保険制度の維持を図ってまいります。
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平成29年度国民健康保険特別会計決算款別構成

国民健康保険税

億 万 円

使用料及び手数料

万 円

国庫支出金

億 万 円

療養給付費等交付金

万 円

前期高齢者交付金

億 万 円

都支出金

億 万 円

共同事業交付金

億 万 円

財産収入

万 円

繰入金

億 万 円

繰越金

万 円
諸収入

万 円

総務費

億 万 円

（ ）

保険給付費

億 万 円

（ ）

後期高齢者支援金等

億 万 円

（ ）

前期高齢者納付金等

万 円

（ ）

老人保健拠出金

万 円

（ ）

介護納付金

億 万 円

（ ）

共同事業拠出金

億 万 円

（ ）

保健事業費

億 万 円

（ ）

基金積立金

万 円

（ ）

諸支出金

万 円

（ ）

歳 出
億 万 円

歳 入
億 万 円
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国民健康保険特別会計予算執行状況
歳入

区分

款別
予算現額

円

調定額

円

収 入 済 額
不納欠損額

円金額 円 Ａ
収入率（％）

対予算現額 対調定額

１国 民 健 康 保 険 税

２使用料及び手数料

３国 庫 支 出 金

４療養給付費等交付金

５前期高齢者交付金

６都 支 出 金

７共 同 事 業 交 付 金

８財 産 収 入

９繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳入合計

歳出

区分

款別

予算現額

円

支出済額
不用額 円

金額 円 Ｂ 執行率 ％

１総 務 費

２保 険 給 付 費

３後期高齢者支援金等

４前期高齢者納付金等

５老 人 保 健 拠 出 金

６介 護 納 付 金

７共 同 事 業 拠 出 金

８保 健 事 業 費

９基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳出合計
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年間平均被保険者数 人

収入未済額

円

予算現額に比し増減

円

Ａの構成比 ％ 被保険者 人当たり額 円

Ａの前年度比較

％本年度 前年度 本年度 前年度 比 較

△

△

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △ △

△ △

△ △ △

Ｂの構成比 ％ 被保険者 人当たり額 円 Ｂの前年度比較

％本年度 前年度 本年度 前年度 比較

△

△

△ △

△

△

△

△ △

－

△ △

－

△ △
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財
源
内
訳

（
単
位
：
千
円
）

財
源
内
訳

科
目

特
定

財
源

一
般

財
源

国
庫
支
出
金

都
支
出
金

そ
の

他
計

科
目

決
算
額

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
後
期
高
齢
者
支
援
金
等

４
前
期
高
齢
者
納
付
金
等

５
老
人
保
健
拠
出
金

６
介
護
納
付
金

７
共
同
事
業
拠
出
金

８
保
健
事
業
費

９
基
金
積
立
金

公
債
費

－
－

－
－

－

諸
支
出
金

歳
出

合
計

性
質
別
分
類

（
単
位
：
千
円
）

区
分

科
目

人
件

費
物

件
費

扶
助
費
・
補
助
費
等

そ
の
他

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
後
期
高
齢
者
支
援
金
等

４
前
期
高
齢
者
納
付
金
等

５
老
人
保
健
拠
出
金

６
介
護
納
付
金

７
共
同
事
業
拠
出
金

８
保
健
事
業
費

９
基
金
積
立
金

公
債
費

－
－

－
－

諸
支
出
金

歳
出

合
計
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国民健康保険事業の主な概要は次のとおりです。

１ 被保険者

⑴ 世帯数・被保険者数

単位：人

種 別

区 別
前年度末現在 本年度中増減 本年度末現在 年間平均

世 帯 数 世帯 △

被
保
険
者
数

総 数 △

一般被保険者等 △

退職被保険者等 △

⑵ 世帯・被保険者加入割合

世 帯 数 人 口

総世帯数 国保世帯数 加入割合 総人口 被保険者数 加入割合

世帯 世帯 人 人

注 総世帯・総人口は、 月 日現在 外国人を含む。 国保世帯数・被保険者数は、年間平均

２ 保険給付

被保険者の疾病・負傷及び出産・死亡等について療養の給付・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬

祭費・移送費の給付を行いました。

⑴ 療養の給付

被保険者が保険医療機関等で受けた療養の給付の費用に対し、義務教育就学前の被保険者については８

０％、７０歳以上の被保険者については７０％、８０％又は９０％、その他の被保険者については７０％

の給付を行いました。

一般被保険者分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 円

食事療養費 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

注 「計」には を含まない。
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退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

注 「計」には を含まない。

診療費諸率：医科・歯科分

事 項

年 度

一人当た

りの件数
１件当たり日数 １件当たり費用額 １日当たり費用額 １人当たり費用額

一
般
被
保
険
者

２８年度 件 日 円 円 円

２９年度 件 日 円 円 円

増加率 △ △

退
職
被
保
険
者

２８年度 件 日 円 円 円

２９年度 件 日 円 円 円

増加率 △ △ △

⑵ 療養費

療養費は療養の給付を行うことが困難であると認めるとき、緊急その他やむを得ない理由により保険医

療機関外で受診したとき、又は緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提出しないで保険医療機

関等で受診したときに療養の給付に代えて支給しました。

一般被保険者分

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円
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退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円

⑶ 高額療養費

被保険者が保険医療機関で療養を受けたとき、１か月の診療費が自己負担限度額を超えた額について高

額療養費として支給しました。

種 別

区

分

合算分 単独分 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

一般被保険者 件 円 件 円 件 円

退職被保険者等 件 円 件 円 件 円

⑷ その他の給付

被保険者の出産・死亡・移送等に関して、次の支給を行いました。

区 分

種 別
単 価 件 数 支 給 額

移送費 － 件 円

出産育児一時金 円 件 円

葬祭費 円 件 円

結核・精神医療給付金 － 件 円

合 計 円

注 件数について、直接支払制度を利用の場合は、直接支払分の支出で１件とし、差額分のみ支給済みの場合は含まない。

３ 後期高齢者支援金

後期高齢者医療制度を支えるため後期高齢者支援金を支払いました。

年度別 区 分

年度別

後期高齢者支援金等 事務費拠出金 支援金合計

２９年度概算分 Ａ 円 －

円
２７年度精算分 Ｂ 円

－
２７年度調整金額 Ｃ 円

２９年度拠出金 Ａ－ Ｂ＋Ⅽ 円 円
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４ 前期高齢者納付金

前期高齢者負担の保険者間の均衡を図るため前期高齢者納付金を支払いました。

５ 老人保健拠出金

老人保健医療費等に関する拠出金を支払いました。

（医療費拠出金は歳入として処理）

６ 介護納付金

介護保険給付費等に充てるための介護納付金を支払いました。

年度別 区 分

年度別

給付費納付金

２９年度概算分 Ａ 円

２７年度精算分 Ｂ 円

２７年度調整金額 Ｃ 円

２９年度拠出金 Ａ－ Ｂ＋Ⅽ 円

７ 保健事業

被保険者の健康の保持増進のため生活習慣病予防に重点をおいた特定健康診査等を実施し、総合健康診

査（人間ドック）等の利用者に対して利用料金の一部を補助しました。

⑴ 特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査 特定保健指導

受診者数 委託料 動機付け支援利用者数 積極的支援利用者数 委託料

人 円 人 人 円

⑵ 人間ドック等補助

区 分

種 別
件 数 補 助 単 価 補 助 金 額

人間ドック 件 円 円

脳ドック 件 円 円

簡易脳ドック 件 円 円

計 件 － 円

年度別 区 分

年度別

前期高齢者納付金 事務費拠出金 納付金合計

２９年度概算分 Ａ 円 －

円
２７年度精算分 Ｂ 円

－
２７年度調整金額 Ｃ 円

２９年度拠出金 Ａ－ Ｂ＋Ⅽ 円 円

年度別 区 分

年度別

医療費拠出金 事務費拠出金 拠出金合計

２９年度概算分 Ａ － －

円
２７年度実績拠出金 Ｂ 円

－
２７年度調整金額 Ｃ 円

２９年度拠出金 Ｂ＋Ⅽ 円 円
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8
　

財
政

の
健

全
化

財
政
の
健
全
化
の

た
め

に
財

源
の

確
保

に
努

め
ま

し
た

。
国
民
健
康
保
険
税

国
民
健
康
保
険
税

の
収

入
状

況
は

以
下

の
と

お
り

で
す

（
収

入
率

に
つ

い
て

は
、

調
定

額
と

純
収

入
額

で
算

出
し

て
い

ま
す
。
）
。

本
年

度
前

年
度

現
年

分
円

円
円

円
円

円
円

円
％

％
％

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

計

現
年

分 医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

計

収
入

率
還

付
未

済
額

純
収

入
額

不
納

欠
損

額
未

収
入

額
内

執
行

停
止

額
対

予
算

収
入

率
収

入
額

一 般 被 保 険 者 退 職 被 保 険 者 等 計

予
算

現
額

調
定

額
 

　
　

　
　

事
項

　
区

分
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⑵
国
庫
支
出
金

一
般
被
保
険
者
に
係
る
療
養
給
付
費
・
療
養
費
・
高
額
療
養
費
に
対
し
て
国
か
ら
療
養
給
付
費
負
担
金
が
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
に
対
し
て
後
期
高
齢
者
支
援
金
負
担
金
が
、
老
人
保
健
医
療
費

拠
出
金
に
対
し
て
老
人
医
療
費
拠
出
金
負
担
金
が
、
介
護
納
付
金
に
対
し
て
介
護
納
付
金
負
担
金
が
、
そ
の
他
と
し
て
高
額
医
療
共
同
事
業
負
担
金
、
特
定
健
康
診
査
等
負
担
金
が
そ
れ
ぞ
れ
国
庫

負
担
金
と
し
て
交
付
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
国
庫
補
助
金
と
し
て
財
政
調
整
交
付
金
等
が
以
下
の
と
お
り
交
付
さ
れ
ま
し
た
。

（
単
位
：
円
）

区
分

科
目

交
付

済
額

実
績
報
告
額
等

Ｂ

翌
年
度
精
算
見
込
額

Ｂ
－
Ａ

内
訳

決
算
上
の
交
付
済
額

Ａ

負 担 金

療 養 給 付 費 等 負 担 金

療
養
給
付
費
負
担
金

２
９
年
度
分

△

２
８
年
度
精
算
分

（
△

）
－

－

後
期
高
齢
者
支
援
金
負
担
金
等

２
９
年
度
分

老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
負
担
金

２
９
年
度
分

２
８
年
度
精
算
分

（
）

－
－

介
護
納
付
金
負
担
金

２
９
年
度
分

高
額
医
療
共
同
事
業
負
担
金

特
定
健
康
診
査
等
負
担
金

計
△

補
助
金

財
政
調
整
交
付
金
等

合
計

△

注
療
養
給
付
費
負
担
金
、
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
負
担
金
の
精
算
分
は
歳
出
と
し
て
処
理
し
、
合
計
に
は
含
ま
な
い
。

⑶
療
養
給
付
費
交
付
金

退
職
被
保
険
者
等
に
係
る
医
療
費
か
ら
税
を
控
除
し
た
額
が
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
か
ら
交
付
さ
れ
ま
し
た
。

（
単
位
：
円
）

医
療
給
付
費

Ａ

延
滞
金
等
収
入

Ｂ

保
険
税

Ｃ

退
職
被
保
険
者
等
に
係

る
老
人
医
療
費
拠
出
金

相
当
額

Ｄ

退
職
被
保
険
者
等
に

係
る
調
整
対
象
基
準

額
等
の
合
計
額

Ｅ

被
用
者
保
険
等
拠
出

対
象
額

Ｆ
Ａ
－
Ｂ
－
Ｃ
＋
Ｄ
＋
Ｅ

交
付
金
交
付

決
定
額

Ｇ

交
付
済
額 Ｈ

翌
年
度
精
算

見
込
額 Ｆ

Ｈ

△

－ 118 －



⑷ 前期高齢者交付金

前期高齢者負担の保険者間の均衡を図るため、前期高齢者交付金を受けました。

⑸ 都支出金

都負担金として高額医療共同事業負担金、特定健康診査等負担金が交付されました。また、国民健康保

険事業における財政負担の軽減を図るため、保険者の費用負担、医療費適正化及び収入率向上の実績評価

に応じて、都補助金として国民健康保険事業都費補助金、都調整交付金が交付されました。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

負担金
高額医療費共同事業負担金 円 円 ―

特定健康診査等負担金 円 円 円

補助金
国民健康保険事業都費補助金 円 円 ―

都財政調整交付金 円 円 ―

計 円 円 円

⑹ 共同事業拠出金・交付金

東京都内の全市区町村が共同で実施している事業で、高額な医療費の発生に対し高額医療費拠出金、保

険財政共同安定化事業拠出金を支払い、それを原資に高額医療費共同事業交付金、保険財政共同安定化事

業交付金を受けました。

① 高額医療費共同事業

区 分 歳入又は歳出 決算額

高額医療費共同事業医療費拠出金 Ａ 円

高額医療費共同事業交付金 Ｂ 円

差 引 Ｃ＝Ｂ－Ａ △ 円

（再掲）高額医療費共同事業 国庫負担金 Ｄ 円

（再掲）高額医療費共同事業 都負担金 Ｅ 円

計 Ｆ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ 円

② 保険財政共同安定化事業

区 分 歳入又は歳出 決算額

保険財政共同安定化事業拠出金 Ａ 円

保険財政共同安定化事業交付金 Ｂ 円

差 引 Ｃ＝Ｂ－Ａ 円

拠出金の交付金１％超部分に対する補填額

［（再掲）都調整交付金の一部］ Ｄ
円

計 Ｅ＝Ｃ＋Ｄ 円

年度別 区 分

年度別

前期高齢者交付金

２９年度概算分 Ａ 円

２７年度精算分 Ｂ 円

２７年度調整金額 Ｃ 円

２９年度拠出金 Ａ－ Ｂ＋Ⅽ 円
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⑺ 診療 調剤 報酬明細書点検確認による過誤等の調整額

請求のありました診療 調剤 報酬明細書について、資格や請求内容等を確認して以下のとおり医療費の適

正化に努めました。

① 過誤申出・再審査請求による回収額 （単位：円）

内 訳 件数 枚数 金 額

請求総数

過誤申出による調整額

再審査請求による調整額

計

② 返納金

区 分

種 別
件 数 返 納 金 額

一
般
被
保
険
者

不当利得返還金
現年度分 件 円

過年度分 件 円

第三者行為に係る賠償金 件 円

計 件 円

退
職
被
保
険
者
等

不当利得返還金
現年度分 件 円

過年度分 件 円

第三者行為に係る賠償金 件 円

計 件 円

合 計 件 円

⑻ 国民健康保険事業運営基金決算状況

（単位：円）

平 成 ２ ８ 年 度 末

現 在 高

平 成 ２ ９ 年 度 増 減 平 成 ２ ９ 年 度 末

現 在 高増 減

（ 内 訳 ）
元 本

利 子
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下水道事業特別会計
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平成２９年度小金井市下水道事業特別会計決算概要

本市の下水道事業は、昭和４４年度に工事着手以来１８年間をかけて整備を行い、

昭和６２年４月から市全域が処理区域となっています。現在は維持管理業務が主であ

り、管路施設の調査・清掃・補修、汚水・雨水ますの設置及びまちづくり事業等に伴

う管きょ新設等に加え、合流式下水道の改善事業及び公共下水道長寿命化事業を進め

ています。また、昨年度に引き続き、地震対策の一環としてマンホールトイレ用下水

道施設を小学校１校に設置しました。

雨水の河川への流出抑制、地下水の涵養等の自然環境の保全・回復を目的に、宅地

内に雨水浸透ますを設置する事業を進めており、平成２９年度末の浸透ます設置軒数

は１６，９１４軒、浸透ます設置数は７６，３７３個となっています。設置率は、一

部の雨水浸透施設設置禁止区域を除き６４．３％となっています。

次に、平成２９年度の下水道事業特別会計の財政規模ですが、当初予算額を歳入歳

出それぞれ１４億３，６６３万８千円と定めましたが、２回の補正により当初予算か

ら１，７６８万７千円を減額し、歳入歳出それぞれ１４億１，８９５万１千円として

います。

補正予算では、歳入において前年度繰越金３，２９５万８千円を増額し、繰入金

６６４万５千円、市債４，４００万円を減額しました。

一方、歳出については、基金積立金３，２９５万９千円を増額し、下水道管理費

４，６１６万１千円、下水道建設費４４３万１千円、予備費５万４千円を減額しまし

た。

決算額は、歳入総額１４億２，６２５万１千円で前年度対比０．６％の増、歳出総

額１３億６，１５５万７千円で前年度対比１．７％の減となり、実質収支額は

６，４６９万４千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料９億９，７４１万４千円（前年度対比０．５％増）、

一般会計からの繰入金３億９，２６４万１千円（前年度対比２ ２％増）となっていま

す。

一方、歳出の主なものは、下水道管理費１０億７，８７２万１千円（前年度対比

４．７％増）、下水道建設費１億１，６１４万９千円（前年度対比３９．８％減）、公

債費１億３，３７２万１千円（前年度対比４．１％減）となっています。
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   平成２９年度決算歳入歳出構成表
分担金及び負担金

千円

使用料及び手数料

千円

国庫支出金

千円

都支出金

千円

繰入金

千円

繰越金

千円

諸収入

千円

市債

千円

財産収入

千円

歳入
千円

％

下水道総務費

千円

下水道維持費

千円

下水道建設費

千円

基金積立金

千円
公債費

千円

予備費

千円

歳出
千円

％
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処理面積、普及率、水洗化率調書

行 政 面 積 処 理 区 面 積

行 政 人 口 120,618人 処 理 区 人 口 120,618人

世 帯 59,916世帯 処理区域世帯 59,916世帯

排水区域面積 下水道普及率

排水区域人口 120,618人 水 洗 化 人 口 120,590人

排水区域世帯 59,916世帯 水 洗 化 世 帯 59,901世帯

水 洗 化 率
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介 護 保 険 特 別 会 計
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平成２９年度小金井市介護保険特別会計決算概要 

 

介護保険制度は、要介護状態の軽減・予防の重視、医療との十分な連携を図りなが

ら、利用者の選択による利用者のためのサービスを提供し、高齢者の自立支援のため

の重要な役割を果たしています。 

はじめに、平成２９年度における第１号被保険者数は２５，６５０人で、前年度対

比１．５％、３７５人の増となりました。被保険者数のうち７５歳以上の後期高齢者

は、１３，１３９人で全体の５１．２％を占めています。 

次に、要介護（要支援）認定者数は、５，２８６人で、前年度対比３．９％、２０

０人の増となりました。認定者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、４，６４５人で

全体の８７．９％を占めています。 

また、介護保険給付費は、６８億８，７００万１千円で前年度対比２．７％、１億

７，８０２万７千円の増となりました。 

平成２９年度小金井市介護保険特別会計の財政規模は、当初予算７９億４，３５１

万１千円に、２回の補正予算で８，８２４万７千円を減額し、最終予算額は７８億５，

５２６万４千円となりました。 

これに対する決算額は、歳入総額では７７億６，４３８万７千円で前年度対比５．

７％の増となり、歳出総額では７６億２，５５８万９千円で前年度対比５．５％の増

となりました。歳入歳出差引額は１億３，８７９万８千円となり、平成３０年度への

繰越金となっています。 

 
歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 第１号被保険者の介護保険料は、決算額が１６億９，４００万７千円で、前年度

対比１．８％、２，９３６万６千円の増となりました。収納率は、現年賦課分では、

年金からの特別徴収は１００％、普通徴収は過年度分も含め９０．７％で前年度対

比０．６ポイントの増、滞納繰越分は１５．０％で前年度対比０．６ポイントの増、

全体では、９７．３％で前年度対比０．２ポイントの増となりました。徴収方法の

内訳は、現年賦課分の調定額でみると、特別徴収は、件数ベースで８４．２％、金

額ベースで８８．８％、それ以外は個別納付の普通徴収となりました。収納率向上

対策として、滞納がある場合にはサービス利用時の給付制限があることから、個別

に滞納者へ制度の趣旨を説明して納入のお願いをし、金融機関や郵便局の口座振替

制度の利用勧奨を行い、納入者の利便性を図りました。 
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② 国庫支出金は１６億８，６６９万９千円となり、前年度対比７．７％の増になり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費国庫負担金は１３億２，６５

５万９千円となりましたが、翌年度の返還金１億４７６万９千円を含んでいます。

調整交付金は保険給付費と地域支援事業費の３．６４％相当として、合わせて２億

５，０９５万７千円となりました。地域支援事業交付金は１億９１８万３千円とな

りましたが、翌年度の返還金１，１７３万１千円を含んでいます。 

③ 支払基金交付金は、第２号被保険者の保険料相当として交付され、１９億９，０

５８万円で前年度対比５．０％の増となりました。介護給付費交付金は１９億２，

４２３万円となりましたが、翌年度の追加交付金４０４万４千円が含まれていませ

ん。地域支援事業支援交付金は過年度分の追加交付金８万６千円を含む６，６３５

万円となりましたが、翌年度の追加交付金１６３万円が含まれていません。 

④ 都支出金は、１０億９，１００万７千円となり、前年度対比３．３％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費都負担金は１０億２，９０３

万４千円となりましたが、翌年度の返還金１，２６４万８千円を含んでいます。地

域支援事業交付金は６，１９７万３千円となりましたが、翌年度の返還金７１８万

５千円を含んでいます。 

⑤ 一般会計繰入金は、１１億８，０５６万９千円で、前年度対比４．１％の増とな

りました。このうち、保険給付費の１２．５％を負担する介護給付費繰入金は８億

６，０８３万７千円で前年度対比２．６％の増、地域支援事業繰入金は５，４７８

万８千円で、介護予防サービスの一部が介護予防・日常生活支援総合事業に順次移

行したこと等により前年度対比８３．０％の増となりました。 

人件費、事務費等を負担するその他一般会計繰入金は２億５，１７３万１千円と

なり、前年度対比０．１％の減となりました。 

低所得者の保険料の一部を公費で負担する低所得者保険料軽減繰入金は１，３２

１万３千円で、前年度対比０．６％の減となりました。 

⑥ 基金繰入金はありませんでした。これは、保険給付費、地域支援事業費及び保険

料の決算収支で不足分が生じず、介護給付費準備基金を取り崩す必要がなかったた

めです。 

 

次に、歳出の主な内容は次のとおりです。 

① 総務費は、２億５，１７８万１千円で、前年度対比０．１％の減となりました。

主な内容は、職員の人件費、保険運営のための事務費、要介護認定のための事務費
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等となっています。 

② 保険給付費は、６８億８，７００万１千円となり、前年度対比２．７％の増とな

りました。要介護認定者の増加に伴うサービス利用の増加等により、給付費は全体

的に増加傾向にあります。その中でも、介護給付と介護予防給付を合算して伸び率

の高かったサービスとして、認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）が前年度

対比２７．８％の増、小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）が前年度対比２１．

６％の増であったほか、特定施設入居者生活介護（短期利用以外）が前年度対比９，

６４７万５千円の増となりました。なお、通所介護は介護予防通所介護が介護予防・

日常生活支援総合事業に順次移行したこと等により、前年度対比８，９２６万１千

円の減となりました。

③ 財政安定化基金への支出はありません。財政安定化基金とは保険収支が赤字の場

合に備え、都に設置されている基金で、その財源は国・都・市区町村で３分の１ず

つ拠出することとなっています。第６期の拠出率は０％となりました。 

④ 地域支援事業費は３億６，８１２万６千円で、前年度対比で１１５．５％の増と

なりました。地域支援事業とは、介護が必要となるおそれがある虚弱な高齢者に対

しての介護予防事業や、一般の高齢者にも健康づくりや生活支援のサービスなどを

提供するものです。その中核として、地域包括支援センターを設置し、保健師、社

会福祉士、主任ケアマネジャー等が中心となって、介護予防に関するマネジメント

をはじめとする高齢者への総合的な支援を行っています。平成２８年１０月から、

介護予防訪問介護及び介護予防通所介護が介護予防・日常生活支援総合事業に順次

移行したこと等により、大幅な増となりました。

⑤ 基金積立金は、６，８１４万１千円となりました。本積立金は、介護給付費準備

基金積立金からなっています。介護給付費準備基金積立金は、保険給付費と保険料

の決算収支で保険料に余剰が生じた場合に介護給付費準備基金に積み立てることと

なっているものです。内容は、前年度において翌年度繰越しとなった積立金の６，

８０９万７千円、基金の利子の４万４千円となっています。平成２９年度単年度収

支の結果としては、保険料収入額が保険給付費に充当すべき保険料の額を１８２万

６千円上回っており、繰越金や国庫負担金の返還金等と同様に翌年度に予算計上の

上、基金に積立てをいたします。また、介護給付費準備基金の平成２９年度末現在

高は、５億４６３万９千円となりました。 

⑥ 諸支出金は、５，０５４万円で、保険料の還付金や、概算交付された前年度介護

給付費国庫負担金の返還金等となっています。 
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平成２９年度は、第６期事業計画最終年の３年目となります。第６期事業計画の特

徴は、平成２７年４月から介護報酬がマイナス改定されましたが、介護保険サービス

利用者の増加に伴う保険給付費の増加に加え、介護給付費に対する第１号被保険者の

介護保険料の法定負担率が１％増の２２％となったことに伴い、保険料の一定の上昇

が必要となりました。また、介護給付費の増加に伴い、保険料負担も増大していく中

で、介護保険料については、国の標準段階の変更に合わせて見直しを行い、被保険者

の負担能力に応じたきめ細かい保険料段階を設定いたしました。その結果、給付費と

地域支援事業費をもとに算出された第６期事業計画の保険料基準月額は５，４０７円

となりましたが、介護給付費準備基金を取り崩すことによって、本市における保険料

基準月額を５，２００円としました。 

第６期事業計画の３年間の収支については、２億６００万円の収支赤字を見込み、

介護給付費準備基金を取り崩すことで赤字分を補てんする予定でしたが、１億２，９

８５万２千円の収支黒字となりました。 

介護保険制度の運営に当たっては、介護給付適正化プログラム等、制度及び給付の

改善に努め、効果的、公平公正な運営を実施しておりますが、介護保険が持続性をも

って維持されるためには、被保険者・利用者の適正な負担及び介護費用のなお一層の

適正化が求められています。また、介護そのものが重度化しないよう、できるだけ要

介護状態にならないための予防重視の取組をより一層充実させていかなければなりま

せん。今後とも、必要となる多種多様なサービスを整備していく一方、健全な保険財

政を維持し、被保険者の行政需要に応えられるよう努力してまいります。 
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平成２９年度決算歳入歳出構成表

歳入

使用料及び手数料

円

保 険 料

億 万 円

国庫支出金

億 万 円

支払基金交付金

億 万 円

財産収入
万 円

寄 附 金

円

繰 入 金

億 万 円

諸 収 入

万 円

地域支援事業費

億 万 円
（ ）

億 万 円

歳出

総 務 費
億 万 円

保険給付費
億 万 円

都支出金
億 万 円

基金積立金

万 円

公 債 費

円

億 万 円

繰 越 金

億 万 円

諸支出金

万 円

財政安定化基金拠出金

円

予 備 費

円
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介護保険特別会計　予算執行状況

歳　入

区　分　 収　　入　　済　　額

款　別 金 額 収入率
（対予算現額）

収入率
（対調定額）

円 円 円 ％ ％

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　入　　合　　計

予 算 現 額 調 定 額
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25,650人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1,000

△ 62,359,389

△ 7,920,345

△ 2

△ 1,000

△ 91,891,199

△ 90,877,174

平成30年3月31日 第１号被保険者数

予 算 現 額 に
比 し 増 減

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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歳　出

区　分　 支　　出　　済　　額

款（項）別 金 額 執行率

円 円 ％

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

趣 旨 普 及 費

計 画 策 定 委 員 会 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介護予防サービ ス等諸費

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

そ の 他 諸 費

介 護 予 防 事 業 費

予 備 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

予 算 現 額

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金
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平成30年3月31日 第１号被保険者数 25,650人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 155

△ 245

△ 4

△ 8,172

△ 18

△ 123

△ 16

△ 514

△ 428

不 用 額翌 年 度 繰 越 額
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財　　源　　内　　訳

区　分　 特　　　　　　　　　　定 財　　　　　　　　　　源

決 算 額 都　支　出　金

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

※この表では、介護給付費等繰入金を特定財源とし、その他一般会計繰入金を一般財源としている。

保険給付費等に関係する各負担金等の過年度・翌年度への状況

金 額 都　支　出　金

※この表は、財源内訳中の各金額合計と歳入金額との相違の内容を表す。

　（歳入金額＝歳出合計＋過年度の追加交付金－翌年度追加交付金－翌年度基金繰入金＋翌年度返還金等＋

国 庫 支 出 金

翌年度返還金等

翌年度追加交付金

過年度追加交付金

翌年度基金繰入金

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

歳 出 合 計

歳 入 金 額

翌年度基金積立金

項 目
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財　　　　　　　　　　源

保　　険　　料 そ　　の　　他

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

　

また、繰越金は特定財源の「その他」としている。

保　　険　　料 そ　　の　　他 一　般　財　源

△ 85,611

翌年度基金積立金）

介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）

一 般 財 源
介 護 給 付 費 等

一般会計繰入金（市）
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性　　質　　別　　分　　類

区　分　 人　　件　　費 物　　件　　費 補　助　費　等 公　　債　　費

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

前　　年　　度

比　較（伸率）

※その他は、維持補修費、扶助費、投資及び出資金貸付金、繰出金、投資的経費である。

歳　出　合　計
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積　　立　　金 そ　　の　　他 合 計 前 年 度 比　　　較

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 金 額 伸率

円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

△ 234,179 △ 0.1
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１　第１号被保険者

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

合 計

２　要介護（要支援）認定者

（１）　年齢別　要介護（要支援）認定者数

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

小 計

４ ０ ～ ６ ４ 歳

合 計

（２）　要介護度別　要介護（要支援）認定者数

要 支 援 １

要 支 援 ２

要 介 護 １

要 介 護 ２

要 介 護 ３

要 介 護 ４

要 介 護 ５

合 計

30･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末

26･3･31現在 27･3･31現在 28･3･31現在 29･3･31現在

人 人 人 人 人

平成２９年度末

26･3･31現在 27･3･31現在 28･3･31現在 29･3･31現在 30･3･31現在
区 分

平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末

30･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末

26･3･31現在 27･3･31現在 28･3･31現在 29･3･31現在
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３　保険料

（１）　所得階層別第１号被保険者数

平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

第 １ 段 階 第 １ 段 階

第 ２ 段 階 第 ２ 段 階

特 例 第 ３ 段 階 第 ３ 段 階

第 ３ 段 階 第 ４ 段 階

特 例 第 ４ 段 階 第 ５ 段 階

第 ４ 段 階 第 ６ 段 階

第 ５ 段 階 第 ７ 段 階

第 ６ 段 階 第 ８ 段 階

第 ７ 段 階 第 ９ 段 階

第 ８ 段 階 第 １ ０ 段 階

第 ９ 段 階 第 １ １ 段 階

第 段 階 第 １ ２ 段 階

第 段 階 第 １ ３ 段 階

第 段 階 第 １ ４ 段 階

第 段 階 第 １ ５ 段 階

合 計 合 計

区 分 備 考 備 考

生活保護受給者、老齢福
祉年金受給者で市民税非
課税世帯

生活保護受給者、老齢福
祉年金受給者又は課税年
金収入額と合計所得金額
が８０万円以下で市民税非
課税世帯

世帯全員市民税非課税
で、課税年金収入額と合計
所得金額が８０万円以下

世帯全員市民税非課税
で、課税年金収入額と合計
所得金額が８０万円超１２０
万円以下

区 分

世帯全員市民税非課税
で、課税年金収入額と合計
所得金額が８０万円超１２０
万円以下

世帯全員市民税非課税
で、課税年金収入額と合計
所得金額が１２０万円超

世帯全員市民税非課税
で、課税年金収入額と合計
所得金額が１２０万円超

世帯の誰かに市民税が課
税されているが、本人は非
課税の方で、課税年金収
入額と合計所得金額が８０
万円以下

世帯の誰かに市民税が課
税されているが、本人は非
課税の方で、課税年金収
入額と合計所得金額が８０
万円以下

世帯の誰かに市民税が課
税されているが、本人は非
課税の方で、第４段階以外

世帯の誰かに市民税が課
税されているが、本人は非
課税の方で、特例第４段階
以外

市民税本人課税者で合計
所得金額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１２５万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１２０万円以上
１９０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１２５万円以上
１９０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１９０万円以上
２９０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１９０万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額２９０万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額５００万円以上
７５０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額５００万円以上
７５０万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計
所得金額２，０００万円以上

※平成２７年度から、１３段階（＋特例２段階）から１５段階とした。

市民税本人課税者で合計
所得金額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１，０００万円以上
１，５００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１，０００万円以上
１，５００万円未満

市民税本人課税者で合計
所得金額１，５００万円以上
２，０００万円未満

３ 保険料

 （１） 所得階層別第１号被保険者数
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（２）　保険料収納状況

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 還付未済額 純 収 入 額 不納欠損額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ

円 円 円 円 円 円

現年賦課分

特別徴収

普通徴収

現年度分

過年度分

合　　　計

（３）　所得階層別　保険料収納状況

現　　　　年　　　　賦　　　　課　　　　分
現　年　度　分 過　年　度　分 小　　　　　計

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％ 円 ％

第 １ ４ 段階
第 １ ５ 段階

計

第 １ １ 段階
第 １ ２ 段階
第 １ ３ 段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階

第 １ ０ 段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階合

　
　
　
計

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第 １ ４ 段階
第 １ ５ 段階

計

第 １ １ 段階
第 １ ２ 段階

第 １ ３ 段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第 １ ０ 段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階

第 ７ 段 階普
通
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階

第 １ ４ 段階
第 １ ５ 段階

計

第 １ １ 段階
第 １ ２ 段階
第 １ ３ 段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階

第 １ ０ 段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階特

別
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

区 分

区 分

滞納繰越分
普通徴収

 （２） 保険料収納状況

 （３） 所得階層別 保険料収納状況
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収 入 未 済 額 執 行 率 収 納 率 前　　年　　度
Ｇ＝Ｂ－Ｅ－Ｆ Ｈ＝Ｅ／Ａ Ｉ＝Ｅ／Ｂ 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ ％ 円 ％ 円

△ 8,600

合　　　計

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％

滞 納 繰 越 分 合 計

前 年 度 増 減 額
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４　介護給付費負担金等

（１）　負担金等算定対象基本額
支 払 額 戻 入 額 歳 出 決 算 額 収 入 額 負担金等算定基本額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

円 円 円 円 円

介 護 サービス等 諸費

介 護予 防サ ービス等 諸費

高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サー ビス 等費

特定入所者介護サービス等費

審 査 支 払 手 数 料

合 計

財政安定化基金拠出金

（２）　負担金等収入状況
平　　　　　　　　成 ２９　　　　　　年　　　　　　度

負 担 金 等 負 担 割 合 負　担　す　べ　き　額

算 定 基 本 額 保 険 給 付 費 財政安定化基金拠出金

Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｅ×Ｇ Ｆ Ｉ

円 ％ 円 円 円

国 庫 負 担 金 施設15.00％、施設外20.00％

調 整 交 付 金 （施設分） ( 3.64 ％相当)

支 払 基 金 交 付 金 28.00 ％　　 

都 負 担 金 （施設外分） 施設17.50％、施設外12.50％

財政安定化基金交付金 －

一般会計繰入金 市 12.50 ％　　 

保 険 料

延 滞 金 等

合 計 100.00 ％　　 

５　調整交付金

調 整 基 準
標 準 給 付 費

後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

所得段階別 加入
割 合 補 正 係 数

調 整 率

① ② ③ ④＝0.27－0.22×②×③ ⑤
円

（  3.64 ％）

※①調整基準標準給付費は、前年度１月から当該年度１２月に支出決定した保険給付費が対象となる。

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

項 目

項 目

(23.36 ％相当)

収入済額

※各年度の基金繰入金、基金積立金は前年度より繰り越した金額を除く。また、基金利子による積立金も除く。

※翌年度の返還金等の保険料の欄（保険料還付金）には、歳出還付の未執行額（時効消滅額除く）や、過年

※一般会計繰入金（市）の負担すべき額、収入済額には、低所得者保険料軽減繰入金（国１／２、都１／４、

※平成２９年度保険料収入済額（★）は、保険料収入総額から地域支援事業費における保険料の負担すべき

普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

★★
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２９　　　　　　年　　　　　　度 平　　成　　３０　　年　　度

Ｊ＝Ｉ－Ｈ－Ｆ

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

△ 4,044,220

度に収入した保険料の中で、資格得喪変更により、還付すべきことが本年度に新たに判明した額を含む。

市１／４負担）の額が含まれるため、Ｈ＝Ｅ×Ｇとはならない。

額を差し引いた額となる。

円 円

返還金等 基金積立金
過年度
収入額

基金
積立金

歳出還付
未執行額

基金繰入金

特 別 調 整
交 付 金 算 定 額

平成２９年度
災害臨時特
例補助金

過不足額 不正利得
徴収金の

不納欠損額

財政安定化基金負担額

Ｆ

円

円

普 通 調 整
交 付 金 算 定 額

調 整 交 付 金
算 定 額

⑦ ⑧＝⑥＋⑦

介護給付費
準備基金
繰入金

⑥＝①×④×⑤
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６　保険給付費

（１）　保険給付費　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

金 額 執行率
円 円 ％

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護サービ ス給付費

特例地域密着型介護サービス給付費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

居 宅 介 護 福 祉 用 具 購 入 費

居 宅 介 護 住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例居宅介護サービス計画給付費

小計：介護サービス等諸費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護予防サービス給付費

特例地域密着型介護予防サービス給付費

介 護 予 防 福 祉 用 具 購 入 費

介 護 予 防 住 宅 改 修 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例介護予防サービス計画給付費

小計：介護予防サービス等諸費

審 査 支 払 手 数 料

小計：そ　の　他　諸　費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

小計：高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護予防サービス費

小計：高額医療合算介護サービス等費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

特例特定入所者介護サービ ス費

特定入所者介護予防サービ ス費

特例特定入所者介護予防サービス費

小計：特定入所者介護サービス等費

合 計

予 算 現 額款 項 目 事　　　　業　　　　名
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前　　年　　度

金 額 構成比 金 額 伸　率
円 円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 519,517 △ 2.6

△ 179,340,104 △ 47.8

△ 569,364 △ 15.3

△ 1,343,392 △ 8.4

△ 22,837,211 △ 40.2

△ 202,892,188 △ 44.7

△ 349,920 △ 4.3

△ 349,920 △ 4.3

△ 524,537 △ 0.3

△ 164,378 △ 44.1

△ 688,915 △ 0.4

△ 11,119,925 △ 7.9

△ 11,102,165 △ 7.9

比　　　　　較
構成比不 用 額翌年度繰越額
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（２）　保険給付費　サービス種類別内訳

居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス

介　　　護 予　　　防

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

小計：施設サービス⑦～⑨ ⑩

中　　計　　　　　⑤＋⑥＋⑩ ⑪

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑫

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

合　　計　　　　　⑪～⑭ ⑮

審 査 支 払 手 数 料 ⑯

総　　計　　　　　⑮＋⑯ ⑰

項 目

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４款２項１目３ 款２項１目３ 款２項１目３款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４
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施設サービス 高額サービス費・特定入所者サービス費

介　　　護 介　　　護 予　　　防 合 計

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円 円 円 円 円

審査支払
手数料

款２項６目１ 款２項６目３

款２項１目５ 款２項１目６

款２項４目１ 款２項４目２

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２
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（３）　介護報酬（介護・介護予防サービス費用）等負担状況

介　護　報　酬 公 費 負 担 額

件 数 単 位 数 金 額 Ａ Ｂ

件 単位 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地 域 密 着 型 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護
（ 短 期 利 用 以 外 ）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護 （短期利用）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

小計：施設サービス⑦～⑨ ⑩

中　　計　　⑤＋⑥＋⑩ ⑪

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑫ △ 13,854,995

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

合　　計　　　　⑪～⑭ ⑮

審 査 支 払 手 数 料 ⑯

総　　計　　　　⑮＋⑯ ⑰

項 目
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利用者負担額 介 護 給 付 費 戻入額 支 出 済 額 前 年 度 対 前 年 １件当たりの金額

Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ＝Ｄ－Ｅ 支 出 済 額 伸 率 本年度 前年度

円 円 円 円 円 ％ 円 円

△ 0.8

△ 0.5

△ 15.0

△ 6.2

△ 2.3

△ 5.2

△ 15.4

△ 79.1

△ 11.7

△ 59.4

△ 36.1

△ 151,893,197 △ 0.4

△ 33,312,508

△ 7.9

△ 4.3
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（４）　高額介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

円 件 円 件 円 件 円

第１
段階

生 活 保 護 受 給 者 及 び
市 民 税 世 帯 非 課 税 の
老 齢 福 祉 年 金 受 給 者

第２
段階

市民税が世帯非課税で「課税年
金収入額＋合計所得金額」
が ８ ０ 万 円 以 下

第３
段階

市民税が世帯非課税で
第 ２ 段 階 以 外

第４
段階

一 般
（平成２９年７月分まで）

第４
段階

一般 ・現役並み所得
（平成２９年８月分から）

第５
段階

現 役 並 み 所 得
（平成２９年７月分まで）

（５）　高額医療合算介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

件 円 件 円 件 円

（６）　特定入所者介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

件 円 件 円 件 円

７　返納金等

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

件 円 件 円 件 円

不 正 利 得 徴 収 金

そ の 他 の 返 還 金

小　　　　　　　計

保 険 料 延 滞 金

合 計

項 目
歳 出 戻 入
（ 現 年 度 分 ）

歳 入 収 入 額
（ 過 年 度 分 ）

合 計

第 三 者 行 為 に よ る 損 害 賠 償 金

介 護 療 養 型 医 療 施 設

地 域 密 着 型 介 護 福 祉 施 設

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

合 計

介 護 介 護 予 防 合 計

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

一 般

低 所 得 者 Ⅱ

低 所 得 者 Ⅰ

世帯の所得が２１０万円超６００万円以下で70歳未満の者

合 計

項 目

合 計

区　　　　　分
介 護 介 護 予 防 合 計

上 位 所 得 者

利用者
負 担
段 階

区 分
利 用 者
負 担
上 限 額

介 護 介 護 予 防 合 計
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８　保険料還付金

※還付新規判明額は、資格得喪変更により還付すべきことが本年度新たに判明した額を示す。

９　財政安定化基金

（１）　財政安定化基金関係経費　決算状況

区　　　分 項　　　目 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

（２）　東京都介護保険財政安定化基金

交 付 金
歳 入

貸 付 金

償 還 金

円 円 円 円 円

歳 出
拠 出 金

保 険 料 （ 歳 入 ） 還 付 未 済 額 　　カ

翌 年 度 保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 必 要 額 　　キ＝ウ＋エ－オ＋カ

過年度収入済保険料の 還付新規判明額 ※ 　　エ

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額 　　オ

保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 執 行 額 　　イ

差 引 ： 歳 出 還 付 未 執 行 額 　　ウ＝ア－イ

前年度末基金残高 第６期計画期間（平成２７年度～平成２９年度）　拠出率

　第６期計画期間においては、基金の残額と交付・貸付見込額を
考慮し、介護保険財政安定化基金の拠出率を０％とし、新たな積
立ては行わないこととしている。

円

項 目 金 額

平成 年度 保険料還付金 （歳出還付 ）必要額 　　ア

－ 157 －



１０　地域支援事業費

（１）　予算事業別執行状況
支　　出　　済　　額

執行率
％

（２）　交付金等収入状況

Ｂ

円 円

（総合事業） （総合事業） （総合事業）

（包括・任意） （包括・任意）

（３）　介護予防・日常生活支援総合事業調整交付金
後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

②

（  3.64 ％）

※①調整基準標準事業費額は、前年度１月から当該年度１２月に支出決定した介護予防・日常生活支援総合

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

小 計 ： 任 意 事 業 費

二 次 予 防 事 業 対 象 者 把 握 事 業

小 計 ： そ の 他 諸 費

認 知 症 総 合 支 援 事 業

認 知 症 高 齢 者 見 守 り 事 業

高 齢 者 成 年 後 見 制 度 利 用 支援 事業

一般会計繰入金（市）

都 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

総合事業

金　　額

寄付金その他
の収入額

Ｃ

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

国 庫 交 付 金
包括・任意

交付金等
算定基本額

地 域 ケ ア 会 議 推 進 事 業

家 族 介 護 継 続 支 援 事 業

調 整 交 付 金 総合事業

総合事業

審 査 支 払 手 数 料

合　　　計

包括・任意
保 険 料

項　　　　　　目
総事業費

合 計

目

予 防 サ ー ビ ス 事 業

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業

介 護 予 防 把 握 事 業

小計： 介護予防ケ アマネジ メン ト事 業費

事　　　　業　　　　名

家 族 介 護 教 室 事 業

包 括 的 支 援 事 業

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 推 進 事 業

円円

地域リハビリテ ーシ ョン活動 支援事業

小 計 ： 一 般 介 護 予 防 事 業 費

介 護 予 防 普 及 啓 発

予 算 現 額

小 計 ： 包 括 的 支 援 事 業 費

小計：介護予防・生活支援サービス事業費

款 項

包括・任意

（包括・任意） 包括・任意

総合事業

％

介護予防・日常生活支援総合事業
普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

総合事業

100.00％

調 整 率

交付割合

Ｄ

④＝0.27－0.22×②×③

総合事業

⑤

調 整 基 準 標 準
事 業 費 額

①
円

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

③
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前　　年　　度 比　　　　　較 構成比（本年度）

構成比
％ ％

事業費等が対象となる。

円

過年度収入額

円

皆減

皆減△ 2,410,084

Ｆ

円

収入済額
(地域支援事業費)

Ｇ＝Ｆ-Ｅ

平　成　３０　年　度

円

△ 8,400,000

金　　額
円円

不 用 額

円

翌年度繰越額 構成比

△ 203,400

伸　率
％円

金　　額

△ 20.6

皆増

返還金額

△ 1,630,420

平　成　２９　年　度

交付すべき額

円

△ 60.2

Ｅ＝Ｃ×Ｄ

過不足額

△ 24,334,733

介護予防・日常生活支援総合
事業普通調整交付金算定額

円

⑥＝①×④×⑤
円

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合
事 業 特 別 調 整 交 付 金 算 定 額

⑦
円

⑧＝⑥＋⑦

介護予防・日常生活支援総合
事 業 調 整 交 付 金 算 定 額
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（４）　介護予防・生活支援サービス事業に伴う費用額

件 円

４．１．１　介護予防・生活支援サービス事業費（①+②） 

①介護予防サービス負担金（a+b+c）

４．１．２　介護予防ケアマネジメント事業費

４．４．１　審査支払手数料

項 目 件 数 金 額

a 指定第１号訪問事業

b 指定第１号通所事業

c 住所地特例対象者に対する第１号介護予防支援

②高額介護予防サービス負担金

合 計
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１１　基金決算状況
（１）　介護給付費準備基金

平 成 ２ ９ 年 度 末

現 在 高

円

(内訳) 元本(前年度繰越分)

元本(当該年度分)

利　　子

運　用　収　入

平 成 ２ ８ 年 度 末

現 在 高

円 円 円

増 減

平成２９年度増減
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（２）　保険料による保険給付費・地域支援事業費充当後の剰余金の積立

金 額

円

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ－Ｂ

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｇ

Ｈ＝Ｅ＋Ｆ－G

Ｉ

Ｊ

Ｌ＝Ｉ－Ｊ＋Ｋ

Ｎ＝Ｌ＋M

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｓ

Ｔ＝N－O＋Ｐ－Ｑ＋Ｒ－Ｓ

Ｕ＝Ｔ－Ｈ

Ｖ

Ｗ＝Ｕ－Ｖ

過 年 度 収 入 額

翌 年 度 繰 越 と な っ た 保 険 給 付 充 当 後 保 険 料 剰 余 金

都 負 担 金

保 険 料 で 負 担 す べ き 経 費 合 計

保 険 料 還 付 未 済 額

負 担 金 等 算 定 基 本 額

保険料で負担すべき保険給付費・地域支援事業費

災 害 臨 時 特 例 補 助 金 保 険 料 余 剰 額

一 般 会 計 繰 入 金 市

計

国 庫 支 出 金

調 整 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費 充 当 後 保 険 料 余 剰 額

平 成 年 度 保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費

そ の 他 の 収 入 額 （ 返 納 金 等 ）

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額

過年度収入による国・都・一般会計繰入金（市）への返還金充当分

保険料等純収入額（災害臨時特例補助金反映分）

過 年 度 収 入 済 保 険 料 の 還 付 新 規 判 明 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 延 滞 金 等

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 収 入 額

平 成 年 度 介 護 給 付 費 準 備 基 金 繰 入 金 元 本 ： 当 該 年 度 分

保 険 料 の 保 険 給 付 費 へ の 充 当 可 能 額

不 正 利 得 徴 収 金 の 不 納 欠 損 額

項 目

特 定

財 源

保 険 料 等 純 収 入 額

災害臨時特例補助金（保険料減免措置分）収入額
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１２　介護保険財政状況

（１）　単年度収支額と累積収支額

項　　　　　　　　　　目 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

円 円 円 円 円

収入・支出からみた収支

①

②

③＝①－② △ 2,630,679

④

⑤＝前年度⑤＋③＋④

資産・負債からみた収支

介護給付費準備基金

年 度 末 残 高 ⑥

翌年度繰越となった積立額 ⑦

翌年度繰越となった取崩額 ⑧

財政収支上の基金残高 ⑨＝⑥＋⑦－⑧

財政安定化基金

貸 付 金 ⑩

償 還 金 ⑪

未 償 還 残 高 ⑫＝前年度⑫＋⑩－⑪

⑬＝⑨－⑫

※①は、保険料還付未済額等の調整後の額である。

※②は、財政安定化基金拠出金を含む。

保 険 料 等 収 入 額

保険料等で負担すべき経費

単年度収支額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

累 積 収 支 額

△

△

△

△

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

単年度収支

累積収支

（単位：千円）

（単年度収支） （累積収支）
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（２）　中期財政運営期間運営状況

平　　成　　２７　　年　　度 平　　成　　２８ 年　　　度

事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ

円 円 円 ％ 円 円

① △ 589,764,550

② △ 169,818,973

③ △ 48,562,000

④

⑤＝②－③＋④ △ 121,256,973

⑥ △ 64,419,533

⑦＝⑥－⑤ △ 62,194,096

⑧

⑨＝前年度⑨＋⑦＋⑧

人 人 人 人 人

△ 146

△ 416

△ 562

△ 135

△ 199
（  16.8 %） ( △ 0.4 %) （  16.4 %）

（  5.2 %） （  5.1 %）
△ 40

（  4.9 %） （  4.9 %）
△ 101

（  16.0 %） （  15.3 %）
△ 69

（  9.1 %） ( △ 0.1 %) （  9.6 %）

（  9.6 %） （  10.1 %）

（  12.7 %） （  12.7 %）
△ 207

（  11.0 %） ( △ 0.6 %) （  10.6 %）
△ 10

（  3.4 %） （  3.6 %）
△ 69

（  4.8 %） ( △ 0.2 %) （  4.9 %）

（  2.7 %） （  2.8 %）
△ 51

（  1.1 %） ( △ 0.2 %) （  1.2 %）
△ 8

（  1.2 %） （  1.2 %）

（  0.5 %） （  0.5 %）
△ 61

（  1.0 %） ( △ 0.2 %) （  1.1 %）

△ 562

△ 0.30 %

△ 0.41 %

※①標準給付費 地域支援事業費には、国庫負担金等算出上で差し引かれる「その他の収入」(返納金等)を差し引いている。

※②27％相当額は、「標準給付費 地域支援事業費－国庫負担金(円未満切捨て)－支払基金交付金(円未満四捨五入)－都負担金(円未満切捨て)－市負担金(円

※決算の⑥保険料収入額では、保険料還付金(歳出還付)での資格得喪変更による還付新規判明額を控除及び時効による還付義務消滅額、延滞金を含む。

※⑨累積収支額の事業計画には、平成26年度決算見込時点の累積収支見込額を基に算出している。

※決算の第１号被保険者数及び要介護認定者数は、年度末の人数である。

※調整交付金の決算額は、各年の１～１２月の標準給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業費等の実績額を基に算出している。

第 ７ 段 階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第 １ ３ 段 階

合 計

調整交付金

後期高齢者加入割合補正係数

所得段階別加入割合補正係数

調 整 交 付 金 交 付 割 合

決算額に対する調整交付金割合

第 ４ 段 階

第 ６ 段 階

第 ５ 段 階

要 介 護 認 定 者 数

所 得 段 階 別

被 保 険 者 数

（ 構 成 比 ）

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

単 年 度 収 支 額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

第１号被保険者数

前期高齢者 ～ 歳

後期高齢者 歳以上

合 計

標 準 給 付 費
地 域 支 援 事 業 費
① の ％ 相 当 額

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合

事 業 費 以 外 の 地 域 支 援

事 業 費 に つ い て は ％

調 整 交 付 金

財政安定化基金拠出金

保険料等で負担すべき経費

保 険 料 収 入 額

第 １ ５ 段 階

第 １ ４ 段 階

第 ３ 段 階

第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階
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年　　　度 平　　成　　２９　　年　　度 中期財政運営期間　合計

比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率

円 ％ 円 円 円 ％ 円 円 円 ％

△ 889,178,086 △ 1,018,219,091 △ 2,497,161,727

△ 252,431,939 △ 286,467,161 △ 708,718,073

△ 60,136,000 △ 69,550,000 △ 178,248,000

△ 192,295,939 △ 216,917,161 △ 530,470,073

△ 62,004,648 △ 68,194,254 △ 194,618,435

△ 146,896,691 △ 206,000,000

人 人 人 人 (延人数)人 (延人数)人 (延人数)人

△ 139 △ 137 △ 422

△ 470 △ 627 △ 1,513

△ 609 △ 764 △ 1,935

△ 261 △ 327 △ 723

△ 296 △ 414
( △ 0.8 %) （  16.1 %） ( △ 1.1 %)

△ 16
（  5.4 %）

△ 28 △ 30
（  4.9 %）

△ 263 △ 422
( △ 0.7 %) （  14.8 %） ( △ 1.2 %)

（  10.1 %）

（  10.5 %）

（  12.8 %）
△ 328 △ 369

( △ 1.0 %) （  10.5 %） ( △ 1.1 %)

（  3.7 %）
△ 57 △ 100

( △ 0.1 %) （  4.8 %） ( △ 0.2 %)
△ 32

（  2.6 %）
△ 40 △ 67

( △ 0.1 %) （  1.1 %） ( △ 0.2 %)
△ 18 △ 23

（  1.1 %） ( △ 0.1 %)

（  0.5 %）
△ 39 △ 37

( △ 0.1 %) （  1.1 %） ( △ 0.1 %)

△ 609 △ 764 △ 1,935

△ 0.0021 △ 0.0026

△ 0.28 % △ 0.31 %

△ 0.38 % △ 0.43 % △ 0.41 %

未満切捨て)」である。

△ 904

△ 49

△ 786

△ 909

△ 137

△ 98

△ 226

△ 158
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後期高齢者医療特別会計
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平成２９年度小金井市後期高齢者医療特別会計決算概要

後期高齢者医療制度は、高齢者医療費が増大する中、現役世代と高齢者世代の負担

を明確化し、公平でわかりやすく将来にわたって持続可能な医療制度とするために、

老人保健制度に代わり平成２０年度から運営されています。

後期高齢者医療制度の財源構成は、医療費の患者負担分を除き、公費（５割）及び

現役世代からの支援金（４割）のほか、被保険者からの保険料（１割）からなってい

ます。このうち公費負担については、老人保健制度と同様に、国・都・市区町村が４

対１対１の割合で負担しています。

平成２９年度末の本市における被保険者数は、１万２，６４３人で、前年度対比

２．１％、２６４人の増となりました。

予算規模は、当初予算２５億４，９９１万７千円に３回の補正予算３，０３０万円

を減額し、総額２５億１，９６１万７千円となりました。これに対する決算額は、歳

入総額が２５億６２９万８千円で、前年度対比１．６％の増、歳出総額が２４億９，

１１６万６千円で、前年度対比１．３％の増となりました。形式収支は１ ５１３万

２千円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 後期高齢者医療保険料は１４億１，３４９万７千円で、前年度対比２．４％の増

となりました。収入率（純収入額ベース）は９８．４％となりました。徴収方法

別では現年度賦課分の特別徴収の収入率が１００％、同じく普通徴収が９８ ７％、

また滞納繰越分の収入率が３２．１％となっています。

② 繰入金は１０億２３６万円で、前年度対比１．６％の増となりました。

③ 諸収入は８，２７１万７千円で、前年度対比１．９％の減となりました。

歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は主に事業運営や保険料賦課徴収に要する事務費で、４７１万９千円、

前年度対比４２．２％の減となっています。

② 保険給付費は３，１３５万円で、前年度対比６．３％の増となっています。内

容は全て葬祭費で、市から直接支給しています。

③ 広域連合納付金は２３億８，２９７万７千円で、前年度対比１．７％の増とな

りました。
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④ 保健事業費は６，６５６万２千円で、前年度対比で２．９％の増となりました。

⑤ 諸支出金は５５５万８千円で、前年度対比で６２．１％の減となりました。

国民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は年々増加しています。その財政運営

には被用者保険の後期高齢者支援金が多くを負担しており、医療保険制度改革骨子に

沿って行われた改革では、より負担能力に応じた負担とする観点から、段階的に全面

総報酬割が実施されました。

今後も医療保険制度の持続性の確保に向けた検討が進められることとされておりま

す。本市としても運営主体である東京都後期高齢者医療広域連合と緊密に連携をとり

ながら、今後も被保険者に最も近い窓口としてきめ細かな説明を行い、安定的な保険

財政や円滑な事業運営に努めてまいります。

－ 170 －



平成29年度後期高齢者医療特別会計決算款別構成

諸収入

万 円

（ ％）

繰越金

万 円

（ ％）繰入金
億 万 円
（ ％）

後期高齢者医療
保険料

億 万 円
（ ％）

総務費

万 円

（ ）

保健事業費

万 円

（ ％）

諸支出金

万 円

（ ）
保険給付費

万円

（ ）

広域連合納付金
億 万 円

（ ％）

歳 出

億 万 円

歳 入

億 万 円
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 平成３０年３月３１日　被保険者数 12,643人

　　　　区分
Aの　

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 19,944,970 △ 408

４　繰越金 △ 0.3 △ 680

５　諸収入 △ 0.1 △ 1,183,074 △ 267

歳入合計 △ 13,318,619 △ 1,096

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.1 △ 287

２　保険給付費

３　広域連合納付金 △ 773

４　保健事業費

５　諸支出金 △ 0.4 △ 746

６　予備費

歳出合計 △ 1,669

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

構成比（％）　 Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 平成３０年３月３１日　被保険者数 12,643人

　　　　区分
Aの　

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 19,944,970 △ 408

４　繰越金 △ 0.3 △ 680

５　諸収入 △ 0.1 △ 1,183,074 △ 267

歳入合計 △ 13,318,619 △ 1,096

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.1 △ 287

２　保険給付費

３　広域連合納付金 △ 773

４　保健事業費

５　諸支出金 △ 0.4 △ 746

６　予備費

歳出合計 △ 1,669

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

構成比（％）　 Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）

－ 173 －



財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計 　　　　繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

款　別

区　分

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特　　　　　定 　　　　　財　　　　　源

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費
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財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計 　　　　繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

款　別

区　分

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特　　　　　定 　　　　　財　　　　　源

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費
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１　被保険者の状況

７５歳以上の方及び６５歳以上で一定の障がいのある方が対象となる。

（１）被保険者数

単位　：　人

障がい認定者（再掲）

（2）負担区分割合

単位　：　人

一般 区分Ⅱ 区分Ⅰ

障がい認定者（再掲）

（３）限度額適用・標準負担額減額認定

単位　：　件

（４）特定疾病認定

単位　：　件

　　区　分　

被　保　険　者

1割負担
3割負担

総数
負　担　区　分　割　合

平成２９年度末
（H３０.３．３１)

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

平成２９年度末
（H３０.３．３１)

項　目　

合　　計

区分Ⅰ

平成２９年度末
（H３０.３．３１)

　　区　分　

項　目　

区分Ⅱ
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２　後期高齢者医療健康診査

東京都後期高齢者医療広域連合から受託して、健診事業を実施した。

受診者数（人） 受診率（％）

３　後期高齢者医療健康診査利用補助

人間ドック等の利用者に対して、検査費用の一部を補助した。

４　葬祭費

被保険者の死亡に際して、葬祭費を支給した。

費用額（円）

件数（件） 支給単価（円） 支給金額（円）

補助金額（円）補助単価（円）

受診券送付件数（件）

脳ドック

簡易脳ドック

合　計

件数（件）
区　分

種　別

人間ドック（日帰り）
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

普　　通　　徴　　収

現 年 度 分
特　　別　　徴　　収

過 年 度 分

6月

8月

10月

12月

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

事　項

区　分

内執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

普　　通　　徴　　収

現 年 度 分
特　　別　　徴　　収

過 年 度 分

6月

8月

10月

12月

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

事　項

区　分

内執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※
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地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき、平成２９年度の基金の運用状況を報告します。

平成３０年８月１６日

小金井市長 西 岡 真一郎
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平成２９年度 基金の運用状況
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平成29年度 小金井市土地開発基金運用状況
区　　分 （円）

積立金　（円） 取崩額　（円） 土地 債権　（円） 現金　（円）
　　月 （㎡）

前年度繰越

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

計

次年度繰越
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区分　

月別 件数（件） 償還金（円） 件数（件） 貸付金（円）

前年度繰越

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

計

次年度繰越 償還未済額  0

※平成29年4月10日付けで基金廃止

支 出収 入

基金現在高（円）

平成29年度国民健康保険高額療養費等貸付基金運営状況
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平成２９年度　小金井市高額介護サービス費等貸付基金運用状況

区　分 収　　　入 支　　　出 基金現在高

　月 件数(件) 償還金(円) 件数(件) 貸付金(円) (円)

前年度繰越

　４月

　５月

　６月

　７月

　８月

　９月

１０月

１１月

１２月

　１月

　２月

　３月

計

償還未済額

次年度繰越
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　　平成２９年度主要な施策の成果に関する説明書
　　　　　　　　基金の運用状況に関する調書
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